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はじめに
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「地域づくり団体全国協議会」は、自主的・主体的な地域づくりのための活動、研修等

を行う地域づくり団体相互の情報交換等を促進することを目的として、平成6年5月に設

立され、これまでに地域づくり団体に関する様々な情報の提供や研修交流のための事業を

行ってまいりました。

近年、地域住民が求める公的なサービスが高度化・多様化しているなか、行政のみがこ

れら地域課題に対応することは、質的にも量的にも限界があります。地域課題には地方公

共団体が取り組むべきものから、地域住民、地域コミュニティ、民間企業や地域づくり活

動を行う組織が取り組むことにより、より細やかな対応ができるもの等さまざまであり、

行政、住民が協働して地域課題に対応し、地域の活性化を図っていくことが求められてい

ます。

このため、全国各地の地域づくり団体は「新しい公共」の担い手としての役割がますま

す重要となっていますが、地域づくり団体が継続的かつ活発な活動を推進するための課題

のーっとして、活動資金の調達が挙げられます。

そこで、当全国協議会では、地域づくり団体の皆様に参考となる情報を提供する事業の

一環として、地域づくり活動を行う組織への資金面等での支援、また地域づくり活動を行

う組織が取り組む資金調達方法ついて、 『地域づくり団体の資金調達事例集』を発行する

ことといたしました。

本書は、「概要」、「基調論文」、特徴的な資金支援・調達の「事例紹介」、今後の資金調

達の潮流を記した「トピック記事」からなります。

このうち「基調論文」につきましては、法政大学法学部教授の名和田是彦先生に、「トピッ

ク記事」 につきましては、日本ファンドレイジング協会常務理事の鵜尾雅隆氏にそれぞれ

ご執筆いただきました。また、「資金支援 ・調達の事例」につきましては、地域づくり団体

にとって参考になる全国7の自治体、団体の特徴的・先進的な取り組みを紹介しています。

ご多忙にもかかわらず、多大なご協力をいただきました名和田是彦先生、鵜尾雅隆氏、

また、取材にご協力いただきました自治体、団体の皆様に心から感謝申し上げます。

本書が地域づくりにかかわる方々にご活用いただき、地域づくり団体の発展に少しでも

お役にたてば幸いに存じます。

平成23年2月

地域づくり団体全国協議会

会長岡崎昌之
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『地域づくり匝体の資金調達事例集』の概要

基調論文

地域づくりに携わる団体の運営に関して数々の研

究をされている法政大学法学部教授の名和田是彦氏

の基調論文を掲載している。

この論文では、地域づくり団体に必要な資金の在

り方を踏まえ、協働事業提案制度、指定管理者制度

等を活用しての行政側からの資金提供、民間ファン

ドや寄付といった民間資金の活用、コミュニティビ

ジネスによる資金調達等の観点から、地域づくり団

体の資金調達手法に係る取り組みや課題について論

じていただいている。

事例

今回事例集では、次の4つの手法ごとに、特徴的・

先進的な取り組みを7事例取り上げることとした。

1 行政による活動資金提供・支援

2 NPOパンクからの融資・支援

3 コミュニテイビジネス

4 寄付等

それぞれの事例の概要は、以下のとおりである。

行政による活動資金提供・支援

「市川市市民活動団体支援制度(1%支援制度)Jは、

市民の納税に対する意欲、ボランティア活動に対す

る関心の向上や市民活動団体の活動の支援・促進を

図ることを目的として、市川市で平成 17年度より

実施している制度である。市川市内で公共性 ・公益

性の高い活動等を行う団体の事業に対し、市民が支

援したい団体の事業を選択し、その個人の市民税の

1%相当額が補助金として交付される。

制度実施から 6年を経過し、その問、地元ケーブ

ルテレビ等のメディア媒体を活用したPR、地域ポ

イント導入による納税者以外への参加機会の拡充、

納税通知書送付時期に合わせた届出期間の変更等の

制度改善によりその普及に努め、市民活動団体への

財政支援による活動の活性化、支援を受けたことに

よる団体の意識変革、市民の市民活動への理解促進

や協働の広がり等の効果が見られる。
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「一社一村しずおか運動」は、農山村地域での人

手の確保、都市地域との交流等といった要望と、企

業 ・大学側の特産品開発、社会貢献活動、研究調査

場所の確保等の要望をマッチングさせ、都市一農山

村地域の交流促進、農山村地域の活性化を目的とし

て、平成 17年度より静岡県で実施している事業で

ある。

当該制度は、農山村地域で活動を行う団体、企業

や大学側それぞれの希望する活動内容等を、仲介機

関である県交通基盤部農地局農地保全課に申込を行

い、県側によるマッチング作業及び三者協議を経て、

認定を行う取り組みであり、これまでに 19地区22

組が認定されている。

これらの取り組みの中には、静岡県内農山村地域

の棚田保全、棚田で生産された米を使った焼酎等の

地域ブランド商品の開発・販売、商品販売による売

上の棚田保全への寄付といった、農山村地域と企業

側との win-winの関係が構築されるといった効果が

現れている。

「池田市公益活動促進基金」は、「池田市公益活動

促進に関する条例」に基づき、市民による公益活動

の促進に要する経費に充てることを目的として、池

田市で平成 13年度に創設された制度である。また、

池田市では、平成 14年度よりこの基金を原資とし

た「池田市公益活動助成事業」を実施している。

当該事業の特徴は、市や、市が指定した公益活動

団体に対する寄付金額と同額を、市が一般財源から

支出し、寄付金額に上乗せして基金に積み立てる、

いわゆる「マッチング ・ギフト方式」を導入してい

る点にある。「マッチング・ギフト方式」は、 ①個

人の寄付の効果を高める ②基金とその運用益につ

いて、中間支援組織である、池田市公益活動促進協

議会の審査を経て公益活動団体へ助成金として流れ

ることにより、市民が税金の使途に関与できる制度

といえる。

NPOパンクからの融資・支援

「コミュニテイ ・ユース・パンク m 0 m 0 Jは、
地域の出資者からの出資金を、地域活動に携わる団

体等へ融資 (いわゆる「お金の地産地消J)するた

めに、平成 17年に設立されたNPOパンクである。



この団体では、東海地方(愛知、岐阜、 三重)で

活動する市民団体に対し融資すべく、平成21年度

現在までに 379の個人・団体より出資総額4.064万

円を受け、 11の企業、団体への融資実績がある。

特徴として、融資を実行するにあたり、融資を希望

する企業・団体に対し、財政面のほかに団体の理念

や信頼性といった面を考慮する点、また出資者融資

先双方の情報交換の場を提供するといった、融資先

に対する非資金面で支援する点が挙げられる。

これらの取り組みにより、出資金の地域での資金

循環が明確となること、また出資側、融資先双方が

地域課題を共有し活動できるという効果も期待され

ている。

コミュ二ティビジネス

「特定非営利活動法人えがおつなげて」は、農村

が抱える地域課題の解決に向けて、都市と農村の交

流体験プログラム等を実施することにより、都市と

農村の共生社会を創ることを目的として、平成 13

年に設立された法人である。山梨県北杜市を拠点に

活動している。

当法人では、「農村ボランティアによる農地開墾」

「企業ファームJ1えがおの学校J1千代田区商工業
連合会との連携」などといった特色ある事業を展開

し、移住者や農山村等で事業展開する人材の輩出、

また休耕地で栽培した農作物を活用し商品開発を行

う等、具体的成果を上げている。

当法人の収入は、園、県の補助金や民間団体から

の助成金などが約半分を占めているが、現在の活動

に合致する補助金を得られるよう、情報収集や事業

の見直しなどを行う等の工夫をしている。また、当

法人が実施する各種事業を通じて関わりを持ったこ

とがきっかけとなり、企業との委託契約による委託

事業収入が大幅に増加している。

寄付等
-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・・ーーー・ーーー・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー-，

IN P 0法人侍学園スクオーラ ・今人」は、平成

16年、長野県上田市に設立された日本最小規模の

フリースクールである。当法人は①学園事業 ②若

者サポートステーション・シナノ事業 ③若者自立

塾事業 の3つの事業を展開している。

当法人は、インターネット上で個人から寄付を集

める仲介サイトである「ジャスト ・ギピング ・ジャ

パン」の活用を図っている。「寄付をする側」とし
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てではなく、誰もが、気軽にチャリテイプロジェク

トを立ち上げ、何かに挑戦することで「寄付を集め

る側」にもなれる点が、このシステムの最大の特徴

である。「ジャスト ・ギピング・ジャパン」を活用し、

元プロ野球選手である古田敦也氏の協力等により、

サイトに登録している支援先団体の中で最も寄付金

を集めている。

当法人の資金調達に係る今後の展開として、団体

の運営を「経営Jという視点でとらえ、活動を恒久
的に持続していくため、ジャスト・ギピング ・ジャ

パンの活用など寄付に向けたプロジェクトを積極的

に展開していくとしている。

「財団法人奈良の鹿愛護会」は、国の天然記念物

として指定されている奈良公園とその周辺部に生息

する鹿 (1奈良のシカJ)の保護を目的として、昭和

22年に設立された団体である。

当法人は「奈良のシカ」の保護についてさまざま

な啓発活動を実施しており、それを受け諸団体から

も様々な形で寄付が行われている。

寄付に関する当法人の新たな試みとして、支援飲

料自動販売機の設置を実施している。この自動販売

機による方法では、飲料売上の一部の寄付、一台に

つき一定の月額の寄付といった種類があるが、中で

も特徴的なのが「寄付ボタン付き自動販売機Jであ
り、飲料とは別に、一定額の寄付をすることができ

るボタンが設置されている。これら支援飲料自動販

売機は平成22年末現在 13台設置されており、寄付

総額も平成 21年度は約 50万円となっている。

トピック記事

巻末では、日本ファンドレイジング協会常務理事

鵜尾雅隆氏のトピック記事を掲載している。

この記事では、今後のファンドレイジングのカギ

になるであろう「寄付」を中心に、わが国の寄付市

場形成上の課題、 NPO等組織自身のファンドレイ

ジング力向上の謀題、 NPO活動の財源的成長を促

進する上での助成金・補助金に関する課題について

取り上げ、今後の地域づくり団体の資金調達の在り

方について論じていただいている。
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基調論文

「新しい公共」のための資金調達

はじめに

今年度は地域づくり団体の資金調達をテーマ

としている。2009年の政権交代後、鳩山前首相

が演説の中で「新しい公共Jによる国民生活の

支援の考え方を表明し、「新しい公共」を担う地

縁型の諸国体やテーマ型の市民活動団体などの

役割が大きくク ローズア ップされたが、「新しい

公共」の考え方は今に始まったことではない。

1990年代にバブル崩壊後の不況と財政危機とい

う背景のもとで、とりわけ各自治体のレベルで、

「協働Jという政策理念が唱えられ、「協働jのパー

トナーである民間側 (，市民社会J)の諸主体 (こ

こでいう地域づくり団体である)も公共サービ

スを担うものとの意味で「新しい公共Jと言わ

れたのである。

何らかの活動をするために資金が必要である

ことは論を侠たない。しかし、最近まで、財政

危機という背景から、地域づくり団体にボラン

テイアで活動してもらうことが強調されてきた。

そして必要とされる資金についても、寄付や会

費などで充てるのが基本であるとされることが

多かった。

しかしこれでは本格的な活動を展開するには

大きな限界がある上に、昨今の不況等の社会背

景からボランテイアの担い手にも大きな限界が

法政大学法学部教授名和田是彦

た、高齢者とともに日本の地域づくり活動を担っ

てきた主婦層も、女性の就労の増大により、縮

小してきている。さらには、若年層の雇用情勢

からしても、地域づくりの中で所得と雇用をも

生んでいくような取組みが求められている。

もちろんボランテイアの意義が消失したわけで

はなく、むしろこれからますます重要になるので

あるが、その力を生かすためにも、やはり活動資

金は必要であるし、またその力をコーデイネート

して生かす専門機関の力も重要であるとすれば、

この専門機関が成り立つための資金(人件費や事

務所費など)もまた必要である。よく強調される

会費などではとても追いつかないのが実態であ

る。なお、いわゆる賛助会員制度などは、会費と

いってもどちらかというと寄付の意味合いが強い

だろう。寄付については後述している。

ではこれからの地域づくり活動のために、ど

の程度の資金が必要なのか、それはどのように

して調達するのか、 全国にはどのような参考に

されるべき事例があるのか、これらを明らかに

することが本論及び本冊子の目的である。もち

ろんすべての事例を網羅的に調べられるわけで

はなく、またすべての論点を過不足なく扱えて

いるわけでもないだろう。本基調論文では筆者

の知見と能力と紙幅の及ぶ限りで考え方と事例

を整理し、読者の参考に供したい。

ある。例えば、団塊の世代のリタイアした人た ・Eどのような資金が必要とされているか
ちへの期待が大きいが、なかなか地域づくり活 - "..事業経費と管理運営経費~

動に参加してもらえない。これにはいろいろな

原因があると思われるが、 一つには生活不安の 現在でも、地域づくり団体に l件あたり数万

ため、もう少し就労していたいという意欲が強 円程度の活動助成金が交付されるような補助メ

い人が多く、地域でのボランテイア活動になか ニューを行政や支援組織 (社会福祉協議会など)

なか参加しないということがあるであろう。ま が活用しているケースがあり、これはこれで今
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後も重要な資金供与のあり方であるが、上記の

ような状況に鑑みると、より本格的な組織態勢

をもった地域づくり団体が必要となり、それに

要する資金も桁の違うものになる。人件費や事

務所経費といった管理運営経費が必要となるか

らである。

地域づくり活動はボランテイアで、という観

念にとらわれていると、こうした経費を出すの

はとんでもないという感覚になってしまうが、

それでは本格的な「新しい公共」は成立しない。

今でもこうした管理的経費は補助対象から除か

れている助成事業 (行政のにせよ、民間ファン

ドのにせよ)がたくさんある。それはそれで意

味のある補助であるのだが、「新しい公共」の担

い手を育成するためには、こうした限定のある

資金だけでは不十分である。

このことを考える一助として、外国のケース

を瞥見してみよう。筆者が多少なりとも情報を

もっているのはドイツのケースである。

現在ドイツでも、財政危機を背景に、日本の

協働のような政策が行なわれている。特に、社

会問題が蓄積している地区について重点投資を

し(1福祉国家の領域化jと称される動きである)、

様々なボランテイア活動が奨励されている。こ

うした地区を活性化する取組みは「エリア ・マ

ネジメント (Quartiersmanagement) Jといわれ
ており、このマネジメントを担う現地の事務所

が置かれ、委託を受けたNPOが何人かの職員

を雇用して (地元の人も雇用促進の一環として

採用されるが、指導的な立場の職員は、社会学

や社会福祉、社会教育を学んだ地区外の専門家

である)、地区内外の様々なアクターをコーデイ

ネートし、地域課題の解決を目指している。

この取組みの特徴として二つ挙げることがで

きる。

一つは、 一見するとドイツのこのような「市民

活動J(burgerschaftliches Engagement英語で
は、ivicactivities"と表記される。)の奨励は無

償のボランティア活動の活性化としての様相が前

面に出ているのだが、そのために、ボランテイア
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活動をコーデイネートする専門機関がきちんと配

置されていることを忘れてはならない。実はこの

点は日本でも同様の構造があることに注意すべき

である。市町村行政の地域振興課や地域福祉関係

の部署などが、自治会・町内会や民生委員、体育

指導委員ほか様々な地域の活動を支援している構

造、あるいは社会福祉協議会が地域のボランテイ

アを支援している構造と同様なのである。支援し

コーデイネートしている側には、豊富な資金が投

入されて専門的専従職員(行政の場合は税金を原

資として公務員)がいる。

行政や既存の専門機関以外にも、裾野に幅広

いボランティアを抱えてこれをコーデイネート

しつつ、高度な専門性を有する地域貢献事業を

行なっていく地域づくり団体が求められており、

そのために資金的枠組の確立が求められている

のである。

さて二番目の点であるが、 ドイツの場合こう

した資金はほとんどの場合行政からの補助金であ

る。教会や労働組合の行なっている社会的活動(及

びそれらの機関がそれに投入している資金)は重

要ではあるが、これらの活動とて、多くの場合行

政からの資金抜きには成り立たない。日本と同様

ドイツも財政危機に見舞われており、この種の資

金は縮小しつつある(だからこそ、特定の困難を

抱えた地区にだけ重点投資する「領域化」が進行

せざるを得ない)のだが、それでも高福祉高負担

国家ドイツにおいては、地域課題解決のための資

金提供の主柱は行政なのである。

この点、日本とは大いに違っている。日本でも、

行政から提供される資金は依然として重要であ

るが、これだけでは大いに不足しているのであ

る。そこで、現在どのような資金調達の手法が

あるのかを整理してみなければならない。これ

が本稿の本題である。

以下においては、有給の専従スタッフと自前

の事務所をもった地域づくり団体からボラン

ティア・ベースの(財政的には小規模な)地域

づくり団体に至るまでのすべてを念頭に置きつ

つ要点を述べていこう。



行政の資金

税金を原資とする行政から提供される資金は、

これだけでは不足ではあるが、やはり依然とし

て頼りになる資金源である。そして、民間の様々

な力が引き出され育成されるような制度設計と

運用をしていかなければならない。この観点か

ら、三つの仕組みについて簡単に述べておく 。

11協働事業提案制度 i 

近年各自治体で「協働事業提案制度」といっ

た名称で、地域づくり団体からの提案を募り、

多くの場合公開のプレゼンテーションを行ない、

助成対象団体を決定する、といったやり方がし

ばしば行なわれる。

地域活性化センターより平成21年2月に発刊

された 『地域コミュニティの再生』で、筆者が紹

介した横浜市の「ヨコハマ市民まち普請事業」も

協働事業提案制度のーっといえるだろう。これも

含めてこの数年筆者にとっても協働事業提案制度

にかかわらせていただくケースが増えてきたが、

地域づくりの新しい力を発掘するという意義が

大きいと感じている。事業自体は単年度のことが

多いようであり、それだけに専門的職員を雇用す

るなどの管理運営経費まで助成対象にするもので

はないが、これから活動を始めようとする団体の

初期投資をカバーする点で大きな効果を持ってい

る。このことは後に見るコミュニテイ・ビジネス

の場合には特に重要である。

制度の枠組によっては、地域でも知られていな

かった貴重な新しい力の発掘に繋がる例はほんの

わずかという場合もあるが、おそらくそれでよい

のである。地域の中の隠れたニーズを発見し、地

域の中の創意工夫の力を発掘し、チャンスを与え、

育成する仕組みとして、一例でも出てくれば有効

に機能していると考えるべきである。
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指定管理者制度
. 
-. . . 

---・・・ー--・・・ーーーー・・ー司ーー・・・ー・・・・・ー・・・・・・・・ー-----------------_ .. 

ここで指定管理者制度の説明をしようというの

ではない。むしろ、指定管理に限らず、例えば学

校関連施設の利用のように、(地方自治法にいう

「公の施設Jではないために)指定管理者制度が

適用されず、従来の委託の仕組みで行なう場合も，

問題の構図は同じである。要するに、既存の外郭

団体や社会福祉協議会のような確立された担い手

だけではなくより広く民間の中に担い手を求める

ような仕組みが、様々な民間の地域づくり団体に

とって、安定的な資金調達の意味合いをもっとい

うことがここでの論点である。

指定管理者制度及びそれに促迫されて行なわ

れた施設の管理運営団体の選考も一巡し、そろ

そろ 2期目が始まってきているようであるO こ

の種の仕組みのさしあたりの総括が可能な時期

である。本格的な総括は多くの関係機関や研究

者，当事者が情報を交換し合って議論していく

べきであるが、筆者の関わった限りでいえば次

のような点が指摘できるように感じている。

指定管理者制度は、民間の「新しい公共」の

力を借りて公共サービスを効率的に提供しよう

という意図を持っており、営利法人もそこに参

入できる点に特徴のある仕組みであったが、地

域づくりという分野についていえば、従来、株

式会社等の営利法人は必ずしも十分なノウハウ

をもたない観があった(筆者の経験では、プレ

ゼンテーションを担当する者の中に、自治会・

町内会の存在さえ知らない者がいて、驚いたこ

とがある)。また、外郭団体は、従来の安定的な

地位に安住してか、競争的な指定管理者選定プ

ロセスにおいて思わぬ取りこぼしなどが目につ

いた。しかし、この 5年ほどの間に両者とも、

地域コミュニティの構造について実践的な研究

を深め、地域づくりのノウハウを蓄積したよう

に思われる。

また、従来のコミュニティ関連の施設 (各自

治体で整備されてきた様々な名称をもっコミュ

ニテイ・センターなど)は、地元の自治会・町



内会をはじめとする各種団体の代表からなる管

理運営委員会によって「自主管理」される仕組

みが行なわれてきたが、近年行政側は管理運営

主体となるために法人格を要求するケースが増

えており、こうした地元団体が、指定管理者な

いし管理運営団体となるためにNPO法人など

の法人格を取得して、より本格的な組織態勢を

構築する努力をするケースがあり、地域づくり

活動のヴァージョンアップにつながっている。

この場合決定的なのは、指定管理や委託の仕

様を提示する自治体行政の基本的な態度であっ

て、そこに地域づくりの理念をしっかりと盛り

のコミュニティ組織がその審査と採択にあたる、

という仕組みのケースもある (例えば、上越市

の各地域自治区ではこうした仕組みで運用され

ている)。いずれの場合も、税金を原資として行

政から交付されたものを、各地区の民主的に組

織されているコミュニティ組織が決定する権限

を持たされ、地域の実情に即して地域づくり活

動の資金提供の役割を果たしているといえる。

民間の資金

込むことで、指定管理料が地域づくりのために 公共を担う資金の源泉は行政だけとは限らな

有効に使われることになる。 い。民間の資金が豊富にNPO等の社会貢献団体

空L布u~，竺空主主74組織----

近年地域コミュニテイに求められる機能は質

量ともに増大しているのに対して、自治会 ・町

内会等の既存の地縁組織は加入率低下や担い手

不足に悩んでいることから、地域づくり活動の

裾野を広げるために、小学校区単位などに新し

い包括的なコミュニティ組織を設置する取組み

が増えている。この種の仕組みは理論的には「自

治体内分権J(このほか「都市内分権」とか「地
域内分権Jといった言葉も見られる)といわれ、

実は筆者の研究分野のコアをなしているが、こ

こではこれ以上述べない。

この仕組みにおいてしばしば、各地区のコミュ

ニティ組織に、あらかじめ使途を定めない一括

補助金を交付し、各地区でそれぞれの地域課

題に対応した創意工夫を発揮して使ってもらう

ことが行なわれており、その額も地区あたり数

百万円ということさえ少なくない。この交付金

を使用する地域の団体が特定されている場合も

あり (例えば、宮崎市の地域自治区ごとに組織

される 「地域まちづくり推進委員会」など)、こ

の場合はこの組織をなるべく幅広く組織し、地

区内の力を発掘していくように運用される。他

方、各地区で地区内の事業が公募され、各地区
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に安定して流れ込む仕組みが必要である。特にア

メリカのように社会保障が公的制度と して行き

渡っているわけではない国(いわゆる低福祉低負

担国家)においては、こうした資金的仕組みが不

可欠である。こうした自覚に基づいて寄付が富裕

層や企業の文化になっていて、日本とは桁違いに

大きな民間ファンドが多く存在する。

日本は時に「中福祉中負担の国Jといわれるが、
理念的にそうした道を選択したというよりは、

成り行きでそういう結果になったという感があ

り、現時点では、政府部門も民間部門も地域づ

くりのための十分な資金を供給する用意がない

ようにみえる。転換期の現在、企業も「社会的

責任」を十分果たす決意をするとともに、余裕

のある人々を中心に「寄付の文化」が醸成され

なければならない。

ファンドづくりと寄付文化の醸成

日本でも「中間 (支援)組織J(インターミデイ
アリ )という 言葉がかなり市民権を得てきた。

しかしこの言葉はアメリカでは本来、民間の公

益活動に対して資金提供をする民間組織を指し

ているという。日本ではまだまだ寄付文化が十

分成熟していないため、寄付を集めて、それを、

資金を必要とする公益事業団体 (地域づくり団



体)に配布していくという組織がなかなか成立

しないのであろう。

寄付文化の醸成のため、地方自治体が、次の

ような仕組みを試みているケースがある。

すなわち、地方公共団体に寄付をすれば個人

も法人も税制上の優遇を受けられることを利用

して、自治体が寄付を募って基金を造成し、し

かしその際寄付者に、あらかじめ登録しである

地域づくり団体のどれに助成をしてほしいか希

望を述べることができるとするのである。こう

すれば、寄付者が直接に援助したい地域づくり

団体に寄付をした場合よりも税制上の優遇措置

の分だけ得になり、地域づくり団体も寄付者を

募りやすい (うちではなく 00市に寄付して、

その際うちを助成希望団体として指定してくれ、

と頼めばよい)ので、寄付がしやすくなる。も

ちろん地方公共団体が単なるトンネルになるの

は脱法行為にほかならないから、寄付者の希望

はあくまで希望として聞き置き、なるべくその

意思を尊重して基金を運用することになるわけ

である。その微妙なさじ加減で、寄付者の満足

感を得ながら脱法問題もクリアし、結果として

寄付文化の醸成につなげようというわけである。

筆者はこうした仕組みの一つである横浜市

の「よこはま夢ファンドJ(http://www.city. 
yokohama.lg.j p/ shimin/ tishin/ shiminkatsudou/ 

fund/ gaiyou.html)に関わっている。2∞5年発足
当初からすると最近は、企業からの寄付や、助成

対象希望を述べない寄付も増えてきており、寄付

文化の醸成に役立つているのではないかと感ずる

が、寄付額と助成対象団体なり助成事業なりの公

益性とが比例しているのかどうか、悩ましいもの

を感じている。希望を尊重すると言っている以上、

団体への助成額は、助成対象団体を希望している

(つまりほとんどの場合、助成対象団体が頼んで

集めた)寄付額にどうしても引きずられるのであ

り、そうなると助成の額は、 当該団体なり事業な

りの公益性よりは、集めた寄付額に比例すること

になる。裕福な知り合いが多く寄付を募りやすい

団体ないし事業と公益性の高い団体ないし事業と
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は、必ずしも相関しないだろう。

それでもこのような仕組みのもとで、 基金は

確実に増加しており、希望に縛られない助成可

能額も増大しており、公益性は高いがなかなか

支持者が得られにくい活動にも支援が及ぶ余力

が出てきているのは喜ばしい。

もう 一つ悩ましい問題は、こうした行政サイ

ドの取組みが、民間のファンドづくりの取組み

を阻害ないし圧迫しているのではないかという

ことである。横浜には、 「神奈川子ども未来ファ

ンドJ(http://www.kodomofund.com/)という
立派な民間フ ァンドがあり (設立は2002年)、

子ども分野を中心に、年間数百万円の規模で地

域づくり団体に助成している実績を、よこはま

夢フ ァンドよりも早くから積み上げてきている

のである。現時点では賛沢な悩みかもしれない

が、早晩住み分け等を考えていくべきであろう。

自治会・町内会

身近な地域で社会的課題の解決に汗を流して

いる貴重な取組みが各地域にたくさんある。多

くは小規模な団体である。こうした団体にと っ

て、 実は地域の自治会 ・町内会は時として有力

な助けになっている。地域で重要な活動をして

いるとか、まだ組織的基盤が固ま っていないと

かいった事情を汲んでくれて、自治会館・町内

会館を無料で使用させてくれたり、 自治会・町

内会費のなかから活動費を出してくれたりと

いった支援をしているケースがかなりたくさん

ある。金額などを見れば些細に見えるかもしれ

ないが、地域づくり団体にとっては大きな支援

であり、 当該地域にと っても重要なサービスが

保障される効果がある。緊張関係にあるとよく

言われる地縁系とテーマ系が協力している事例

でもあり、この種の地道な取組みを地域づくり

の上で忘れてはならない。



寄付等民間資金についての考え方

最後に、寄付などについての基本的な考え方

について一つ触れておきたい論点がある。

寄付へのインセンテイブとしてよく税制度上

の優遇が話題になる。非常に重要なことであり、

寄付を集めるのに有力で効果的な制度的対応で

ある。

この場合において、寄付者は、税金を払うく

らいなら、自分の意思と考えで社会貢献的活動

をしている団体にお金を出す、というわけであ

る。本来税として集められれば、現代国家にお

いてはどんなに貧しい人でも平等な参政権を与

えられて民主的にその使い方が決まるのに、そ

れを免れて当の個人の私的意思で何が公益にか

なうかが判断され資金が流れていくわけである。

同様の構図は、有名な市川市の 1%支援制度

(http://www.city.ichikawa担.jp/pla06/1111∞∞02.
h出吐)についてもいえる。本来どんな貧しい人で

も市民でさえあればその一票でもって政治をコン

トロールでき、税金の使い方に民主的な影響力を

与えられるのに、その範囲が1%減少するわけで

ある。

民主的コントロールを免れて行く先の決まる

資金が、公益という観点から見て適切に分配さ

れるのか。上記よこはま夢ファンドについて述

べた悩ましい点である。このことをどう考える

べきであろうか。

筆者は、まだ民主的多数者が気のつかない隠

れたニーズ、少数者のニーズにチャンスを与え

ることのできる点で、やはりこうした税制度上

の優遇措置等は今の時代に必要な仕組みである

と考えている。まさに市民社会の中の先進的開

拓的創造的な試みにいち早くチャンスを与え、

それが成功すればやがて多数者の認めるところ

ともなる、そうしたダイナミックな社会である

ためには、こうした仕組みが必要なのである。

そしてそうした趣旨のものとして適切に運用し

ていく責任が関係者にあると考える。
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コミュ二ティ・ビジネス

政府からの資金も民聞からの資金も不十分で

あるとすると、地域づくり団体は「自ら稼ぐ」

努力をせざるを得ない。これが「コミュニテイ ・

ビジネスJとか「ソーシャル・ビジネス」とか

いわれている取組みである。

コミュニテイ ・ビジネスないしソーシャル ・

ビジネスという言葉の示す範囲はそれほど厳密

に決まっているわけではないし、その現状認識

や将来展望、政策課題などについて十分な解明

がなされているともいえないが、有力な一例

として経済産業省の「ソーシャルビジネス研究

会」の報告書 (2008年4月。http://www.meti.

go.j p/ press/20080403005/20080403005.h tml で

取得できる)などを見られたい。

この報告書も述べているように、コミュニテイ ・

ビジネスの社会的認知度はまだかなり低く、また、

「ビジネスjとはいいながら委託事業など行政か

ら来るお金が売り上げの大部分を占めているケー

スも多い。しかし、 NPO法人にせよ株式会社に

せよ、はたまた社会福祉法人にせよ、上記の指定

管理者や、あるいは介護保険事業者として、安定

的な財政基盤を得て、その上で工夫をして必ずし

も「儲からない」けれども地域が必要としている

サービスをも提供していくことで、そのミッショ

ン(社会的使命)を果たしていくことができれば

よいのであり、こうしたケースを「コミュニティ ・

ビジネスJとよぶかどうかはまったくの言葉の問

題にすぎない。

しかし、この数年、行政からのお金が有意義な

割合を占めていない、その意味で本当の「ビジネ

スJとして成り立っているソーシャル ・ビジネスもか
なりの数の例が出てきた。経済産業省がソーシャル・

ビジネスの 155選J(http://www.socialbusiness. 

jp/case/)なるものを選定できる程度のボリューム

で， ソーシャル・ビジネスが発展してきているので

ある。筆者が多少なりとも知っているのは、自分

で関わっている横浜市港南区の「港南台タウンカ



フェJ(地域活性化センター発刊 『地域コミュニテイ
の再生』で紹介した)のほかわずかな事例にすぎ

ないが、それでもフィールドを歩いていると、鹿児

島県鹿屋市の柳谷町内会や徳島県上勝町の株式

会社いろどり、静岡県浜松市熊地区のNPO法人

「夢未来くんま」など超有名どころのほか、仙台市

のNPO法人「ほっぷの森Jのレストラン「びすた
~り J(http://www.hop-miyagi.org/restaurantl 

index.html)、東京都町田市のNPO法人れんげ

舎のカフェ「金魚玉瑚排J(http://www.rengesha. 
com/)、横浜市都筑区のNPO法人五つのパンのコ

ミュニテイカフェ「マローンおばさんの部屋J(http:// 
five-breads.ocnk.netl)、東京都立川市のNPO法

人高齢者の食と職を考えるチャンプルーの会のレス

トラン「サラJ(http:グmembers.jcom.home.ne.jpl
N P 0 -sarah/)、相模原市にある「レストランSH

U J (http://www17.plala.or.jp/shu/home/)、 川
崎市のNPO法人川崎市民石けんプラント (http://

kinarikko.kazekusa.jp/index.html)などなど、そ

れぞれのミッションを追求しながら事業性と両立さ

せている事例が増えてきている。

コミュニテイ・ビジネスが「新しい公共」の

しかるべき重要な手法となるためには、上記経

済産業省の報告書も述べているように、担い手

のビジネス等の知識やスキル、その育成の仕組

み、投融資のあり方、適切な法人形態などなど

多くの課題があり、そのどれもがいつも念頭に

置かれるべき重大な問題であることはもちろん

であるが、資金調達という面から見たときには、

最初のまとまった資金をどうするかという問題

が大きいように思う。

例えば、上に挙げた成功事例の多くは、福祉

分野等の行政からの委託事業を受けたりして組

織的基盤を固めながら、コミュニテイ・ビジネ

スに手を伸ばしている。

また、鹿児島県薩摩川内市の有名な峰山地区

コミュニティ協議会が手がけている「柳山アグリ

ランド事業J(http://yanagiyama-a向l.bz/index.

14 

html)を見ると、明らかにコミュニテイ・ビジ

ネスの試みなのだが、行政の補助を受けているほ

か、「延べ10，∞0人を超える沢山の地区民のボラ
ンティア活動により自然観光公園として整備し

たjことを強調されている(筆者が2∞9年に訪
問してご案内いただいた時もこの点を強調されて

いた)。これは、もちろんコミュニティ・ビジネ

スの究極目的が地域を活性化することにある以

上、地域の人たちがボランテイア活動に参加して

地域社会の共同性を高めることが有効であるとの

判断によるものだろうが、アグリランド開設のた

めの初期投資をボランティ労働で、補っているとい

う一面もありそうである。

様々な市民活動が、行政の補助(通常3年程度)

が続く間はよいが、そのあとは跡形もなく消滅

する、とよくいわれたことがあったが、活動者

がコミュニティ・ビジネスによる「自立jを志

向している場合には、単年度でも有効であり、

その後補助をバネにして自立していけるのであ

る。上記港南台タウンカフェも、最初の 2年間

は行政からの補助をもらっており、その聞にそ

のあとを見据えた取組みをし、諸方面の理解の

もとに各種料金を値上げしたりして現在6年目

を迎えることができているのである。

比較的大きな金額を必要とする初期投資の局

面を支援するような仕組みをもっと工夫してい

く必要があろう。

* * * 

これからの地域づくりにおける資金調達の方

法について、行政からの資金、民間資金の活用、

及びコミュニテイ・ビジネスという 三つの類型

に分けて考えてみた。

筆者の見聞した範囲での理論化にすぎないか

ら、不十分な点もあろうが、本冊子の導入にはなっ

たのではないかと思う。以下の事例紹介等とあわ

せて読者の実践の参考となれば幸いである。



l事例紹介
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市川市市民活動団体支援制度 (lO/o支援制度)

市川市の概要

市川市は千葉県北西部に位置し、西は東京都、

南は東京湾に面する南北に細長い形状の市であ

る。都心から 20Km圏内に位置し、鉄道5路線

が横断するなど都心からのアクセスも良く、い

わゆる首都圏のベッ トタウンとして昭和40年代

以降に都市化が進み人口が増加した。人口は、

昭和 40年に 20万人を超え、同 49年には 30万

人超、同 61年には40万人超、平成22年 11月

1日時点で47万人超となった。
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 /
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図1 市川市位置

表1 市川市の概要

| 市川市(いちかわし

56.391くm2

475.414人
(平成22年 11月 1日)

干272・0021
千葉県市川市八幡3-4-1

企画部ボランティア・ NPO担当
(TEL 047・326-1284)

市川市市民活動団体支援制度

市川市納税者等が選択する市民活
動団体への支援に関する条例
(H 17.4.1施行)

いちかわボランティアl¥IPOWeb 
http://genki365.net/gnlくi02/
pub/index.php 

市川市は、急速な都市化で、主要駅周辺には

ピルやスーパーが立ち並び、南部地域にはマン

ションが、 また北部地域には一戸建ての住宅が

多い。これら地域のコミュニテイは、先祖代々こ

の地で暮らす人々 より、 他地域からの転入者の

ほうが多い。また、市民の約 114は東京都区部

に通勤 ・通学していることや、納税者の大多数

が給与所得者(所得税 ・市民税などの納税は源

泉徴収)であること等から、自ら住む地域への

帰属意識が希薄な面がみられるといわれている。

市川市の市民活動の状況とその支援

1 市川市の市民活動の高まり

少子高齢化の進展により、市民のニーズや地

域における課題は多様化し、行政だけでの対応

では不十分な状況になりつつある。一方で、阪神・

淡路大震災を契機にボランティア活動が見直さ

れ、社会に広がりを見せてきた。また、国は特

定非営利活動促進法 (NP0法)を平成10年に

制定し、こうした活動の環境整備を図ってきた。

このような背景から市川市においても、自主

的・主体的な社会貢献活動に取り組む市民・団

体が増えてきており、平成 11年4月市民生活部

に「ボランテイア支援課J(現在は、企画部 ボ
ランテイア 'NPO担当)が設置され、こうした

市民活動の支援を行ってきた。支援は、ボラン

ティア活動の情報収集 ・提供や活動 ・交流の場

の提供、財政支援、人材育成等が行われている

が、特に財政支援では、全国初の取り組みとなっ

た市民の声を基に税の一部を助成する「市川市

市民活動団体支援制度」が特徴的な取組である。

21企画部ボランティア .NPO担当の実施事業 j

市川市では、ボランティア ・市民活動の具体

的な推進、支援策について平成 11年度に「ボラ

ンティア ・市民活動推進懇話会」、平成 12年度

16 



に「ボランテイア ・市民活動推進検討委員会J
を設置し検討を行った。会議では、ボランテイ

ア活動を始めたいがどうすればよいか分からな

い。新しい活動を起こしたいが仲間がいない、

場所がない等様々な問題が市民からょせられた。

その結果、出会い、交流、情報交換の場の創出

が必要とする提言「まちの縁側構想」がまとめ

られた。その提言を受け平成 13年4月にボラン

テイア活動・交流拠点として位置づけた、「ボラ

ンティア .NPO活動センター」を開設した。

なお、平成 17年 1月には2箇所目の「ボランテイ

ア .NPO活動センタ一行徳」を、行徳支所2F

に開設した。企画部 ボランテイア .NPO担

当は、「ボランテイア .NPO活動センターjを

管理するとともに次の事業を実施している。

図2 ボランティア .NPO活動センター案内図

ア「活動場所」の支援

「ボランテイア 'NPO活動センターJは、

市川市におけるボランテイア・市民活動推進

の拠点として、開設した。当該施設では、ボ

ランティア .NPO活動に関する情報が収集で

きるほか、会議スペースやパソコン、印刷機、

紙折り機などの無償貸与などで活動のサポー

トを実施している。

イ「普及・啓発」事業

ボランテイア活動等の普及・啓発を目的と

して、ボランティア活動を体験する「夏休み

体験ボランティァ」、市職員対象の fNPO研

修会J、市民対象の fNPO講座」・「出前講座」

等を実施している。

ウ「情報提供」事業

市内のボランテイア募集情報を紹介する情

報誌「ボランティア .NPO情報J(年3回、

各 1.500部)の発行や、インタ ーネットを活

用した Webサイト「いちかわボランティア -

NPO WebJを運営するほか、関連する書籍・

資料を収集し「ボランティア・ NPO活動セ

ンター」において閲覧公開している。

工 ボランティア・ |¥IPO活動に関する「相談j事業

NPO法人格取得のための申請、 書類作成の

アドバイスや、団体の組織管理 ・運営上の相

談対応を実施している。

オ市民活動への「資金的支援j事業

①ボランティア・ NPO活動支援金制度 (平成

16年度実施)

市民の自主的な社会貢献活動の一層の発展

を促進するため、公共性 ・公益性の高い活動、

地域社会に貢献する活動を行うボランテイア

団体等が行う活動に対し、事業経費の2分のl、

上限10万円の補助を行ったもの。支援実績は、

33団体からの事業提案を受け、 21団体の事業

に支援を行った。

市川市では、本制度に対するボランティア

団体等の大きな反響を受け、この種の助成支

援制度への強いニーズと継続の必要性から新

たな支援制度の検討を行った。

②市川市市民活動団体支援制度 (平成17年度- )

市川市市民活動団体支援制度とは、市内で

活動するボランティア団体やNPO法人など

の市民活動団体に対して、個人 (市民納税者)

が納めた市民税の 1%相当額を、個人が選ぶ市

民活動団体の支援に充てるものである。なお、

詳細については次章で述べる。
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市
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力 その他の事業(平成 18年度--)

①協働事業提案制度

協働事業提案制度とは、地域の身近な課題

について、市民の提案をもとに行政との協働

で解決しようとするものである。18年度は、

3件の提案から 2件実施した。以降、 19年度

は提案5件・実施5件、 20年度は提案8件 ・

実施5件、 21年度は提案4件・実施3件となっ

ている。

②地域ポイント制度「いちかわエコボカードJ

地域ポイント制度は、地域への関心を持っ

てもらい、市民活動への理解と参加を広げな

がら、市民活動への支援を目的として、平成

18年 11月にスタートしたポイントカード制

度である。

市民は、市の指定するボランテイア活動 (1

回20ポイント)や市民講座 (1回10ポイン

ト)に参加することでエコボポイントを取得

し、100ポイント(満点)で動植物園や市民プー

ル等の市の施設の利用や、市川市市民活動団

体支援制度の支援対象団体にポイントで支援

(1ポイント=1円)することもできる。

市川市市民活動団体支援制度

( 1 0/0支援制度)

1 事務の流れ i 

平成22年度「市川市市民活動団体支援制度

(1 %支援制度)Jの運用を例に、事務等の流れを

紹介する。(図 3 1%支援制度の仕組み 参照)

ア 1%支援制度に応募(平成 22 年 1 月~2 月 )

平成22年度に応募しようとする団体は、平

成 22年 1月 18日(月)から 2月 12日(金)

の聞に必要書類を作成し市川市企画部ボラン

ティア .NPO担当へ提出することとなる。

(対象団体)

応募できる対象団体は、ボランテイア活動

を行う団体、特定非営利活動法人その他の非

営利活動を行う団体であって、福祉、環境、

文化、スポーツ、青少年育成その他の社会貢

献に係る分野の活動を行うものとしており、

ジャンルは広範にわたり緩やかな制限である。

一方、活動実績に対しては、次の 6つの要件

を全てみたすこととされている。

① 市内に事務所があり、市内で活動してい

ること。

② 会則(規約)あるいは定款など、会のき

まりがあること。

③ 申請書を提出する時に、 1事業年度以上

継続的に活動していること。

④ 法令、条例などに違反する活動をしてい

ないこと。

⑤ 公の秩序又は善良の風俗を害する活動を

していないこと。

⑥ 宗教的活動又は政治的活動をしていないこと。

(対象事業)

また、対象となる事業は平成22年4月から

平成23年 3月に実施するもので、次の 6つの

要件(①市内で実施すること。 ②福祉、環

境、文化、スポーツ、青少年育成その他の社

会貢献に係る分野のもの。 ③営利を目的と

しないこと。 ④市民を主たる対象とするこ

と。 ⑤構成員(全員)のみを対象としない

こと。 ⑥支援金の交付を受けようとする年

市川市市民活動団体支援制度とは、市川市内

で公共性・公益性の高い活動や地域貢献の活動

を行っている団体の事業に対し、市民が支援し

たい団体の事業を選ぶことで、その個人の市民

税の 1%相当額が補助金として交付されるもの

である。ハンガリーで 1997年から導入された税

の一部を市民活動の支援にあてる 11%法Jをモ
デルとして、平成 17年度から実施された。

制度の目的は、「市民の納税に対する意欲及び

ボランテイア活動等に対する関心を高めるとと

もに、市民活動団体の活動の支援及び促進を図

り、もって市民の福祉の増進に資することJ(市
川市納税者等が選択する市民活動団体への支援

に関する条例第 l条抜粋)としている。
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度に、本市から別の補助金などの交付を受け

ていないこと。)を全て満たすものとしている。

(支援金の対象経費等)

支援金は、団体が申請した事業費総額の

1/2が上限となり、事業遂行に要する講師謝

金、会場使用料、設営費用、チラシの印刷費

などの直接経費を対象とする。

(応募書類等)

応募書類は、応募関係書類と PR関係書類

とがあり、インターネットサイト「いちかわ

ボランテイア .NPO WebJから取得できる。

前年度に納めた市民税の1%を市民活動団体の支援に使え否制度です。
市民が支鍵したい団体を選んで支援します。

各団体の実績報告(1民支i央郵含む)の詳細については、市民活動団体支撮制度審査会の承砲
を得たあと、翌年度の5月下旬に市川市ホームページ上に縄織されますのでご覧ください。
また、ボランティア・NPO活動センター(八幡3-4-1アクス本八幡2F)、ボランティア・NPO活動
センター行徳(行徳支所2F)で閲覧できます。

図3 1 %支援制度の仕組み

19 
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イ 支援対象団体の決定(平成22年 3月---4

月)とPR

支援制度に応募した団体については、審査会

を設け、要件を満たしているか審査を行い、納

税者等の選択の対象となる支援対象団体の選考

を行う。

審査会では、提出された書類について①対象

となる団体か、 ②対象となる事業か、 ③対象と

なる経費か、について審査するとともに、その

事業内容が①市民の利益に寄与するか、②計画

に具体性があり見込んだ成果が得られるか、 ③

団体の活動が、次年度以降も継続発展に繋がる

か等が審議される。審査会ではこのほかに、事

業計画変更時の審査及び事業実績報告書の審査

も行う。なお、審査会メンバーは、任期 1年で、

学識経験者4人、公募市民3人で構成されている。

支援対象団体として採択された団体は、市広

報誌等でその活動の内容が紹介される。このほ

か、行徳支所やメディアパーク 1階エントラン

スホールなどでのパネル展示、 JR市川駅・本
八幡駅 ・東京メトロ行徳駅、ニッケコルトンプ

ラザでのチラシ配布や公開プレゼンテーション

等による PRの場が設けられている。

ウ 市民が支援したい団体を選択(平成22年

6月---7月)

広報いちかわ特別号(平成 22年6月5日号)

やPR誌などで対象団体の事業を市が市民に公

表し、市民は、 6月5日(土)から 7月9日(金)

の間に「支援対象団体等選択届出書」により支

援したい団体を届け出ることとなる。

工 ウの結果公表(平成22年 7月)と事業計

画変更

市民による団体選択結果を市で集計し、団体

ごとの支援金予定額を各団体へ通知するととも

に、広報誌やインターネットでその結果を公表

する。当然だが、個人の選択結果は公表しない。

交付申請額に対して市民の届出額(支援額)

が上回った場合は、上回った全額が「市民活動

団体支援基金」に積み立てられる。

市民の届出額(支援額)が交付申請額に達し

なかった場合は、次の3通りの選択が出来る。

A団体の場合

ケース 1 不足額Dは自己資金で充当し、当初

計画規模の事業を実施する。(変更申請は不要)

ケース 2 自己資金での補填が困難な場合は、

事業規模を小さくして、 事業費総額、交付申

請額を見直す。(選択結果公表日の翌日から

14日以内に「変更申請」を提出)

ケース 3 自己資金の補填が困難で、事業規模

を縮小することは当初見込んだ事業効果が得

られないと判断した場合、事業を中止し交付

申請を取り下げる(選択結果公表日の翌日か

ら14日以内に「申請取下届」を提出)。この

場合の市民の届出額は、全額「市民活動団体

支援基金」に積み立てられることとなる。

平成22年度においては、変更申請等の審査会

(8月上旬開催)を経て支援金の交付額が決定し

た。なお、支援を受ける団体は、所定の手続き後、

支援金の概算払いを 9月に受領した。

オ事業報告書の提出(平成23年3月)と精算

団体は、事業終了後の手続きとして、実績報

告(指定様式による実績報告書 ・事業報告書・

事業収支決算書のほか領収書等の証拠書類の添

付)を提出する。市は、審査会で実績報告の内

容を審査し最終的な支援金の額を確定し、確定

通知書により団体へ通知する。なお、事業費総

額の 1/2が既に受けている概算払い額を下回っ

た団体は、その差額を市へ返還することとなる。

また、その返還金は、 全額「市民活動団体支援

基金」に積み立てられる。基金は、市民活動団

体の活動支援及び促進を図るための事業費など

に充てられる。

20 



表2 市川市市民活動団体支援制度 支援対象団体数・届出数の推移

韓欝欝轡!常務合間宇和平I彊聾jー宅4市可 - 品 p 正 _.  

1 酔 V 井、 鼻-咽 浄 争弓 .. ベ

支援対象団体数 81 98 85 104 130 136 

平均申請希望額(円) 332，656 253，143 234，644 224，122 208，586 198.000 

届出総数(人) A 6，266 6，996 5，633 9，256 10.164 10.061 

有効届出数(人) B 5，557 6，344 5，136 8，278 9，110 8，893 

団体選択金額(円) C 
12.427β15 14，168，225 13，003，271 17，369，120 20，136，741 18.411，927 

<基金選択金額を除く>

内地域ポイント(円) D O 。 37，968 105，323 128，880 158，075 
個人市民税納税者数 E 223，000 225，600 226，600 236，500 238.400 238，800 

A/E % F 2.8 3.1 2.5 3.9 4.3 4.2 

個人市民税総額(千円) G 29，242，000 29，653，000 32，175，000 38，291，000 38.030，000 37，852，000 

C/G % H 0.04 0.05 0.04 0.05 0.05 0.05 

※ 個人市民税納税者数 E 汲ぴ個人市民税総額(千円) F は、前年度当初予算ベース。

2 応募の状況 ! 

次に本制度がスタートした平成17年度からの

実施状況について紹介する。

はじめに支援対象団体の状況を見てみる。(表

2参照)

事業開始年度の平成 17年度支援対象団体数

は、 81団体に対して、 平成22年度は 136団体

とおおむね毎年度増加傾向にあるが、平均希望

額は縮小傾向にある。これら応募団体を組織体

系別にみると、 NPO法人やスポーツ団体、その

他 (任意団体等)の増加が、全体に寄与している。

3選択届出の状況

次に、支援対象団体に対する、市民の支援(選

択届出)の状況を見る。(表2参照)

届出総数は、 事業開始の平成 17年度に比べ平

成22年度は 60%増と概ね増加傾向にある。ち

なみに、納税者総数に対する届出総数の割合(表

2F欄)からもこの傾向は伺える。

地域ポイントでの支援は、本制度の市民の理

解と参加の促進を目的として、平成 19年度に条

例改正を行い実施しているもので、徐々に成果

があらわれている。

なお、参考に団体選択金額が個人市民税総額

に占める割合を試算してみたが、表2H欄のと

おり Oo04%~0.05%であり、市民税に占める割合

は事業名ほど大きくはない。

4 平成21年度の実施状況 a 

' ・・・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・-------------------------------ーーーーーー _0

ここでは、平成21年度の実施結果をいくつか

の面からみてみる。

平成 21年度市民活動団体支援制度 (1%支援

制度)の事業結果概要は、届出総数 10.164件

で、うち有効届出数9，110件(団体選択8，391

人 (20，007，861円)・基金選択719人(1.323，353

円))であった。 地域ポイントでの支援は、団

体分128，880円、基金分3，629円であった。応募

130団体のうち 1団体が事業を取下げ、 129団

体に対し交付決定額 16，008，680円が交付された。

なお、交付決定額を超えた届出金額との差額及

び基金積み立てを選択した届出金額との合算額

(5，455，043円)を、市民活動団体支援基金とし

て積み立てた。団体の事業完了後の精算により、
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表3 平成21年度総事業費別申請率

一明錨菌7 司己 1 

マ

都議輔副議晶弘4
100万円以上 15 11.5 37.2 

100万円未満 27 20.8 45.0 

50万円未満 77 59.2 48.5 

1 0万円未満 1 1 8.5 48.7 

計 130 100.0 46.5 

※平均申請牽とは、各事業ごとの総事業費に対する交付申請
額の比率の単純平均値である。

最終的に 15.845，790円が団体の事業に充てられ、

返還金162.890円が市民活動団体支援基金へ積

み立てられた。

支援対象とした 130団体の事業費規模と交付

申請額、交付決定額についてみると、 100万円

未満以下の事業が全体の約9割を占め、その殆

どが上限額(事業費の 112、50%) に近い交付

申請である(表3参照)。

次に、交付申請額でみると、当然であるが50

万円未満以下の事業が全体の約 9割を占めてい

る。また、交付申請額に対する交付決定額の割

合では、交付申請額が小さくなるほど希望に近い

支援を受けやすくなる結果がみられた(表4参

照)。なお、事業終了後の精算によって返納する

ケースには、特定のパターンは見られなかった。

次に、届出人数からみられたことは、届出人

数の上位3団体(約800人~約400人)が少年

野球に係る事業を行っており、団体の会員数が

700 人~400 人と非常に多い点であった。 それ

では会員数が結果に左右するか調べてみると、

会員数6千人を超える団体への届出が100人に

満たないケースもあり、会員数と届出結果には

正の相関関係は見られなかった。上位3団体に

限ってみれば、少年野球に関わりを持つ父兄の

強い行動力が結果にあらわれたものと推察する。

さらに、会員数と届出数を比べてみると、会

員数を上回る届出数が得られた団体は、 93団体

で全体の 72%であった。これを会員数100人以

表4 平成21年度 交付申請額別交付決定率

100万円以上 | 2 1.5 34.2 

100万円未満 | 1 1 8.5 53.4 

50万円未満 | 77 59.2 67.9 

1 0万円未満 40 30.8 89.4 

計 1 30 I 1 00.0 I 72.8 

※交付決定率とは、各事業ごとの交付申請額に対する交付決
定額の比率の単純平均値である。

上、 100人未満で比較してみると、会員数100

人以上の 34団体で上回る届出を得られた団体は

8団体、 24%であったのに対して、 100人未満の

96団体では 85団体、 89%であった。会員数=

納税者数では無いので、この2者に強い関係性

があるとは言い難いが、会員数100人未満の団

体では、会員数と同程度の応援者・支持者が得

られやすいようである。

-・・・ーー・・・・ーー・・・・ーー・ーーーーー・・ーーー 555・・・・・ーー・ー・ーー・ーー・ーー・・ーーーーーーーーー5.
5制度の普及に向けて

本制度の実施にあたっての広報は3-1 -イ

でも紹介したが、時系列で行われてきた改正点

などを紹介する。

事業開始の平成 17年度では、 17年2月の広

報誌で制度の仕組み等をQ&A方式で紹介する

他、ポスターやチラシ等でも PRを行った。4

月の広報特集号で、対象団体の紹介を行った。4

月下旬にはシンポジウムを開催し、団体のプレ

ゼンテーションは地元ケーブル TV.FMでも

紹介した。届出方法は、広報誌添付の封筒郵送

(送料無料)及び市役所及び出張所等市内5箇所

での窓口受付、電話受付、インターネット受付

を行った。そして、 6月の広報誌で、届出結果

を公表した。

平成 18年度では、応募団体の紹介を、市内4

カ所での公開プレゼンテーションを追加した。

届出の受付期間延長、出前受付、受付窓口の増
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本制度を利用する市民活動団体は、法人格の の検討、を考えていくとのことであった。

有無や任意団体といった組織形態の違いや組織

に参加する人数等の規模の違い、活動目的の違

いなど千差万別である。ちなみに、平成21年度

の支援対象 130 団体の会員数は、 2 名~6，000名

超とさまざまであった。これら団体の共通の課

題が、活動資金である。当然であるが第 1の効

果は、市民活動団体への財政支援による活動の

活性化である。

第2には、団体の意識変革がある。自分たち

の活動を市民に知ってもらえることによる、取

り組みへの意識高揚効果が見られる。市民の税

金による支援に対して行う事業であることから、

設 (21ケ所)を実施した。

平成 19年度では、条例改正により制度の充実

を図っている。その内容は、より多くの市民の

参加を求めて、 ①団体選択数を 1件から 3件に

拡大、 ②変更申請を減額分に限定、 ③納税者以

外の支援参加(地域ポイント)で、の受付を行った。

平成20年度では、届出者の利便性を考慮して、

20年度の納税通知書が届く時期 (6月)に届出

期間を変更するとともに、納税通知書に届出書

も同封しPRを行った。結果は、表2に示す通

りであり、利用拡大の大きな要因となったもの

と思われる。

平成21年度では、受付窓口の増設 (22ケ所)

が行われた。

平成22年度では、ガイドブック等の充実のほ

か、大きな改正は行われていない。

6効果及び課題 i 

ため、あえて市内の市民活動団体数を把握して

いない。したがって、 17年度から 22年度で市

民活動団体が何団体増えたといった具体的な

データも持っていない。しかしながら、本制度

の利用・参加数の変選や、実施の後のアンケート、

日々の相談案件などから前述の3つの点につい

て、変化が感じられるとのことであった。

アンケートでは、市民活動団体への支援その

ものを不要とする意見もあれば、支援を受けて

いる側の間でも「あの活動に支援は必要ないの

では」といった意見、また、何時まで続けるの

といった声がある。制度の目的「税とボランテイ

ア活動の関心を高めるJI市民活動の促進と支援」
に対して、 6年間の実績では応募する団体も支

援する市民も年々増加はしている。

今後は、第 1に、対象団体、事業の透明性確

保に向けた仕組みの必要性、第2に市民活動団

体支援基金活用の方向性、第3に制度定着化の

ための検証及び団体への効果的な支援のあり方

凶 10/0支援制度の波及

ハンガリ ーの 11%法Jをヒントに日本で最
初に制度化された「市川市市民活動団体支援制

度Jは、これからの地域社会の活性化におい

て一層の役割が期待される市民活動への支援策

として注目され、恵庭市・奥州市・大分市 (H

20. 4施行)、一宮市(H20. 6施行)、八千代市(H

21. 4施行)などでも同様の制度を施行している。

市民の意思を反映させる仕掛けとして、恵庭市

事業の結果に対する市民への説明責任などから では中学生以上の市民による投票が、奥州市で

取り組みへの変化もみられる。 は1世帯 1票による投票、大分市では 20歳以上

第3には、市民活動への理解促進や市民との の市民が投票、一宮市では 18歳以上の市民の投

協働の広がりがみられた。 票、八千代市では個人市民納税者による投票な

企画部ボランテイア 'NPO担当では、自主 どそれぞれ特徴が見られる。

的・自発的市民活動への支援を前提としている
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|農山村地域と企業をつなげる新たな形の地域支援

一社一村しすおか運動

と農山村地域の関係性を作ることである。大企

業を始め、官公署、学校、軍などが企業側とし

て参加している。具体的な取り組みは、農産物

の直接売買、農作業の支援、金銭 ・物品の寄付、

農家民泊などである。韓国では既に 1万組以上

の締結がなされ、農山村地域の活性化対策とし

て注目を集めている。

韓国で 1万組以上のマッチングが進んでいる

のは、全国経済人連合会(民間総合経済団体)、

韓国農協中央会、文化日報(韓国の新聞社)が

協力し大々的に推し進めているからである。しか

し、国民に農業や農山村地域に目を向けさせた

運動と しては成功しているが、農山村地域の恒

常的な活性化が図られるケースは稀で、企業に

対し支援の依頼のみの地域が大部分であり、企

業側も見返りなしに支援しているケースが多い。

静岡県では韓国の「農村愛一社一村運動」の

状況に鑑み、 一方的な企業の支援にならないよ

う注意し、平成 17年度に日本で初めて企業 ・大

学と農山村地域をマッチングさせる一社一村し

ずおか運動を導入するに至った。一社一村しず

おか運動は、農山村地域の要望と、企業の要望

をマッチングさせ、協力しながら活動を行うこ

とで、都市と農山村地域の交流を促進し、地域

の活性化を促すことを目的としている。

なお、一社一村しずおか運動導入に当たり、

県では企業訪問による事業説明やアンケート調

査等を行なった。アンケートでは従業員 100人

以上の県内820社、県外180社に行ない、農山

村地域に対する関心度や企業が関心のある活動

などを調べた。アンケー トからは、農山村地域

に対し 「社会貢献活動JI景観や農地、農産物を

活用したビジネス活動JI研修などの社員教育J

「社員交流 ・福利厚生」等の面での利用に関心を

持っている企業の意見が62%に及ぶことが判明

した。また、活動としては「森林保全JIイベン
トの共同参加JI農山村地域とのビジネス提携」

「農業生産活動」に関心が高いことも判明してい

る。このアンケートの結果から、企業が農山村

地域に関心を持っていることが分かり、一社ー

静岡県は日本のほぼ中央に位置し、太平洋に

面して東西 155キロメートル、南北 118キロメー

トル、面積約7，780平方キロメート ル、人口約

377万人で政令指定都市である静岡市と浜松市

を有している。

静岡県の概要

一社一村しす、おか運動の概要

II_三空三世L雪雪空宇塾苧ろり経-年
静岡県では、農山村地域の過疎化・ 高齢化に

よる担い手不足などにより、農地荒廃や集落機

能の低下が懸念されるなか、韓国で取り組まれ

ている「農村愛一社一村運動」の取り組みを知

ることとなった。

この運動は、平成 16年 (2004年)から農業

の弱体化を懸念した韓国が国を挙げて実施して

おり、都市部の企業と農山村地域を結ぶ(マッ

チング)ことにより、農山村地域を活性化させ

る取り組みである。「都市部の企業と農山村地

域を結ぶ」とは、まったく関係のなかった企業

一
社
一
村
し
ず
お
か
運
動

静岡県の概要

| 静岡県(しすおかげん

377万人
(平成22年9月 1日現在)

表1

7，780Km2 

干420-8601
静岡県静岡市葵区追手町9番6号

静岡県交通基盤部農地局農地保全課
(TEL: 054・221・2714)

http://www.pref.shizuoka.jp/ 
kensetsu/ke-630/issyaisson/ 
index.html 

一社一村しすおか運動
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平成21.7.28:県庁にて、ナカダ産業(株)と

希望する活動内容や活動場所に

ついて打合せを行う。

平成21.7.30:ナカダ産業(株)が希望する活

動場所を所管する志太榛原農林

事務所と打合せ。農林事務所は、

管内の「一社一村しずおか運動」

を希望する地域を紹介 (複数紹

介した中で、希望する活動内容

と合っている NPO法人森づく

りS川根を第1候補として紹介)

平成 21.8 月 ~9 月:ナカダ産業(株)と NP

O法人森づくり S川根・ NPO

が、まずは協働作業を実施する

ことで合意。日程調整等を行う。

平成21.9.19:ナカダ産業(株)社員4名と地

元6名が農作物収穫作業を行う。

また、お互いに今後の活動等に

ついて話し合いをし、すり合わ

せを行なう。

平成21.11.14:ナカダ産業(株)社員 4名と地元

6名がそばの刈取り作業を行う。

村しずおか運動導入の後押しとなった。

t空一三?翌三村長竺翌月!手動竺申請i1J'I明空更さーj
一社一村しずおか運動の申請は、県のホーム

ページにある「参加申し込みフォーム」により

行う。企業側 ・農山村地域共に希望する活動内

容 ・分類(環境保全活動、農作業等)・地域・ 特

徴などを入力し申請する。県の農地保全課が双

方の希望が合うようにし、企業側と農山村地域

側の対談の場を設ける。ある程度の話が進むと、

認定の前に何度か本当に双方が求めている活動

か否か確かめるために、実際に活動する期間等

を設ける。この確認期間は平均 1年で短いケー

スでも 3カ月と慎重に時間をかけて行われる。

参考としてナカダ産業(械と NPO法人森づく

りS川根・ NPOの例を紹介する。

平成 21.7.27:ナカダ産業(株)はHPを通じて

「一社一村しずおか運動」に応募

NPO法人森づくり S川根 ・N

POも「一社一村しずおか運動J
に応募

動すの地担12i1ti
活動のフィールド

労力、人材提供

アイデア、ネットワーク

一社一村しずおか運動のイメージ(静岡県ホームページより)
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第 1に、農山村と企業がそれぞれの資源、人材、

ネットワーク等を生かし、双方にメリットのあ

る協働活動を目指すものであること。これは、

農山村地域と企業や大学の双方にメリットがあ

る関係とすることを求めているものである。例

えば農山村地域においては農業の繁忙期の人手

不足の解消、安定した顧客確保や特産品の開発

等の支援が得られる。企業や大学側においては

社会貢献や環境意識の高い企業としてのイメー

ジアップ、地域資源を使った新たなビジネスチャ

ンスの発掘、研修の場の確保等が得られる。ど

ちらかが一方的に利益を得るのではなく、双方

が利益を享受する事が大切と考えている。

第2に、地域活性化に向けた活動であること。

これはただ単に売買契約の締結ではなく、棚田

や山林の保全、地産地消の推進、交流による意

平成21.11.17: I一社一村しずおか運動」認定

現在ナカダ産業(槻とNPO法人森づくり S川

根・ NPOは、地域イベントの支援や、ナカダ

産業(械製造の鳥獣害防止ネットを活用し、農作

物の保護等の取り組みを行なっている。

3 一社一村しす、おか運動認定制度

静岡県では平成 18年度から一社一村しずおか

運動を広く県内外に周知するため、一社一村し

ずおか運動を認定する制度を始めた。毎年認定

件数は増加しており、平成22年12月現在は 19

地区22組が認定されている。

なお、認定を受けるためには、次の3つの要

件を全て満たす必要がある。

表2一社一村しずおか運動認定団体一覧

年度 NO 企蝶・団体名 lIIl尉・組織名 活動内容

18 l アストラゼネカ(株)
石部地区棚田保全推進委員会

棚田保全、地域貢献
(松崎町)

2 11 
大栗安棚田倶楽部(浜松市天

竜区)
11 

3 (株)ポッカコーポレーション
敷地村ふるさと交流倶楽部

里山保全、地域貢献
(磐田市)

4 (株)フジヤマ
下阿多古地域の農業を考える会

遊休農地解消環境保全
(浜松市天竜区)

19 5 静岡大学農学部
梅ヶ島大代営農委員会(静岡 茶園管理等農作業、集落の環

市葵区) 境保全

6 
富士錦酒造(株)、(株)平喜、 石部地区棚田保全推進委員会

棚田米による新商品の開発販

松崎小売酒販組合 (松崎町)
売，売上の一部を棚田保全活

動に寄付

7 富士常葉大学環境防災学部
石部地区棚田保全推進委員会

農業体験を通した棚田保全活動
(松崎町)

庖舗として棚田オーナー、地

20 8 居酒屋賎機はん兵衛
石部地区棚田保全推進委員会 元食材を活用した地産地消の

(松崎町) 推進、売上の一部を棚田保全

活動に寄付

一
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年度 NO 企業・団体名 島U尉・組織名 活動内容

20 9 (株)遠鉄トラベル
NPO法人大好き渋川 (浜松

里山保全、農作業、地域貢献
市北区)

里山の保全および活性化イベ

10 明治製菓株式会社東海工場 葉梨山水会 (藤枝市) ントでの協力 (アーモンドの

里づくり)

11 株式会社季咲亭 玉川振興会 (静岡市葵区) 遊休農地を活用した野菜栽培

遊休農地を利用した環境保全

12 (株)エクノスワタナベ 本郷ふる郷普請の会(藤枝市)(水生生物の保全)、自然観察

会の開催

NPO法人フロンティア清沢
地域の環境整備活動

21 13 静甲株式会社
(静岡市葵区)

地域資源を活用した新商品の

開発支援

14 不二総合コンサルタント (株)久留女木棚田の会 (浜松市北区)棚田の保全活動、環境保全活動

15 藤枝市立総合病院
農事組合法人グリーンファー 病院での地元産食材による食

マーズ藤枝 (藤枝市) 事の提供

遊休農地を活用したコンニャ

16 社会福祉法人ハルモニア 農事組合法人いくみ (島田市)クイモの栽培観光栗園の栽培

管理

17 (有)フジ化学
いいな故里は、守ろう原睦み会

地域の環境保全や営農補助
(富士宮市)

18 (株 )季咲亭
NPO法人とうもんの会 (掛 地域特産品の開発と地産地消
川市) の推進

19 ナカダ産業 (株)
NPO法人森づくり S川根 ・

農林業支援やイベント支援
NPO (島田市)

20 株式会社ウェブサクセス
NPO法人せんがまち棚田倶 棚田保全活動等の広報への支
楽部(菊川市) 援、人的支援

生態系・水質保全向上対策事

22 21 共立印刷株式会社 高柳美野里会 (藤枝市)
業 (ホタルの里づくり )、農

業体験や市民農園などの農用

地の有効活動支援対策事業

直売所での販売戦略の検討、

22 伸東測量設計株式会社 恋人岬美農里会 (伊豆市)
ピワ園の管理、白ビワの特産

品加工、販売流通戦略の検討、

集落の環境美化
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との少ない社員にとってはリフレッシュの場に

なっている。また、地元住民と交流を深めてい

ることに加え、社員同士の交流を深める機会に

もなっている。

イ 富士錦酒造(柵・(掛平喜・松崎小売酒販売組

合との取り組み

酒造所である富士錦酒造(側、卸売業である(槻

平喜、小売酒販組合である松崎小売酒販売組合

は、棚田で作られた古代米(黒米・赤米)を使っ

た米焼酎 [百笑一喜』が1本売れるごとに、棚

田保全に充てるため各社がそれぞれ5円ずつ、

計15円支援する取り組みを行なっている。この

支援金は年間 15~ 20万円になり、棚田保全に

必要な用具費等に充てられる。石部地区として

は支援金が入ることと、普通の田で生産するよ

りもどうしても原価が高くなる米を、卸問屋を介

さず直接買ってもらえるため、普通に販売する

より利益を確保することが出来ている。企業側

としては、社会的貢献はもちろんのこと、棚田

で作られた米を使っていることによる商品ブラ

ンド化が出来ており、販売促進に繋がっている。

一社一村しすおか運動事例紹介

ここでは、 22の認定事例のうち 4組認定され

ている松崎町石部地区と、企業側の特徴が活か

されている菊川市上倉沢地区の事例を紹介する。

I _~ _ _ -哲崎illlJ石-部- ー!日目\)一型堅り里?組?ーー -

ウ 富士常葉大学環境防災学部との取り組み

富士常葉大学環境防災学部との取り組みは、

学生が棚田保全作業への協力として、畦切り・

畦塗り ・草刈等を手伝っている。ほとんどの棚

田は 1枚の作付面積が小さく、機器が入りにく

く、どうしても手作業中心になってしまう。畦

切り等年間で延べ300人余りの学生が手伝うこ

とにより、田んぼの機能を維持できている。今

では大学と石部地区が次年度参加する学生が決

まる前に、いつどんなことを行なうか話し合い、

繁忙期を乗り切っている。また、学生は石部地

区の民宿を利用するため、地域が潤っている。

大学側としては環境学習の一環として棚田で活

動することにより、机上で学べないことを学べ

ると言ったメリットがある。体験型学習ができ

ると言うことで、入学希望者獲得のプラス要因

になっている。

松崎町は、静岡県の伊豆半島南西部の海岸沿

いに位置し、人口約7，500人、面積約85平方キ

ロメートルである。石部地区は伊豆特有の海岸

部から伸びる急峻な傾斜地が多く平野部が少な

い地形である。

石部地区は「第 16回全国棚田(千枚目)サミッ

ト」が開催された棚田を有している。江戸時代

から続く棚田は昭和30年頃に面積18ヘクター

ルと最盛期を迎えていた。しかし、過疎化 ・高

齢化が進み全体の 90%が耕作放棄地となってい

た。平成 11年度に「静岡県棚田等十選jに選ば

れたことをきっかけに、地域ぐるみで棚田復田

に取り組み、 4.2ヘクタールまで復田することが

できた。この復田された棚田の保全には、一社

一村しずおか運動として認定されている取り組

みが大きく寄与している。
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ア アストラゼネ力(冊との取り組み

製薬会社であるアス トラゼネカ附との取り組

みでは、社会貢献活動の一環として年 1回「高

齢化する村を応援するプロジェクト」と題し、

棚田の稲刈りや、高齢者の健康づくりのための

体操指導を実施している。普段自然に触れるこ
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識の変化などにより地域が活性化することが必

要と考えられるからである。

第3に、活動が継続して行なわれる見込みが

あること (3年間以上)。これは一過性のイベン

トや体験では農山村地域の活性化に繋がりにく

いため、継続による交流の促進が求められるか

らである。



一社一村しすおか運動

れを持続させる意義を共有できなければ活動を

継続することは難しい。」とのことであった。

近年は百笑ー喜以外に古代米を使用した焼酎

ゼリー・まんじゅう・玄米パン・せんぺいなど

の商品化に成功しており、今後の発展が期待さ

れる。

I~_-苧J11mよ苧里りIQXりー組子---
NPO法人せんがまち棚田倶楽部は、菊川市

上倉沢地区にある「千桓(せんがまち)の棚田J

と呼ばれる棚田の保全活動を進めている。NP

O法人せんがまち棚田倶楽部は、保全活動の資

金調達のために棚田オーナー制に取り組んでい

る。棚田オーナー制とは一般の方に棚田のオー

ナーになってもらい、農作業を体験してもらう

制度である。オーナーは 1区画 (0.3~数枚)を

35.000円の料金を支払う。特典として農作業体

験や収穫米の取得などがある。NPO法人せん

工 居酒屋「賎機(しすはた)はん兵衛」との

取り組み

静岡市内に庖舗を構える居酒屋「賎機はん兵

衛」との取り組みでは、棚田米を使ったメニュー

や米焼酎 『百笑ー喜』の販売を行ない、売上金

の一部を棚田保全活動に寄付すると共に、庖内

で棚田保全に関する情報提供も行なっている。

また、企業として棚田オーナーになり、スタッ

フが田植えなどの手伝いを行なっている。居酒

屋「賎機はん兵衛jとしては安全 ・安心な食材

を購入でき、庖舗のイメージア ップに繋がって

いる。

石部地区では一社一村しずおか運動に認定さ

れている取り組みにより、棚田保全が可能となっ

ている。石部地区の住民の方に一社一村しずお

か運動を継続する上で大切なことを伺うと、「一

社一村しずおか運動を続けて行くには、双方の

認識の共有が大切である。棚田を守る意義、そ
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米焼酎 『百笑一喜j

29 



1空--竺りIf1Bo)里?塑芳.・・・ー------ー・ー・"ーーーーー・ーーー・噂・ー・・-
他にも一社一村しずおか運動には、

プづくりなど遊休農地を利用した環境保全活動

や、地域の特産品を使用した新たな加工特産品

開発、減農薬・減化学肥料で栽培された農産物

の地産地消などを行なっている取り組みがある。

農山村の利益の方が大きく映るが、企業 ・大学

としては普段は顔を合わすことのない社員同士

の親睦を深めることが出来、企業の職場内での

雰囲気が良くなることや、低コストで農業 ・林

業体験が出来ることは、研修費の削減に繋がっ

ビオトー

ている。

がまち棚田倶楽部と 一社一村しずおか運動で

マッチングしている(樹ウェブサクセスは、静岡

市にあるホームページ製作会社である。棚田保

全などの人的支援以外にNPO法人せんがまち

棚田倶楽部のホームページである「棚田ブログ・

静岡県菊川市上倉沢」や「棚田いこうよ.n e t J 
の製作や管理の支援を行なっている。棚田オー

ナー制を広くアピールしたいNPO法人せんが

まち棚田倶楽部に、制ウェブサクセスがホーム

ページ作成会社としてのノウハウを生かし協力

している。実際にNPO法人せんがまち棚田倶

楽部のホームページは見やすく、オーナー制の

募集なども分かり易くなっている。側ウェブサ

クセスとしては社会貢献や社員のリフレッシュ

に繋がっている。
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(N PO法人せんがまち棚田倶楽部ホー
ムページより)
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2 一社一村しすおか運動の今後の展望
副 一社一村しすおか運動の課題

1 一社一村しすおか運動の課題及び解決策

現在、静岡県で取り組まれている一社一村しず

おか運動に似た取り組みが青森県・秋田県・和歌

山県・島根県など各地で行われるようになってい

県が考える一社一村しずおか運動の今後の課題 る。静岡県は今後、似た取り組みを行なっている

は、さらに認定件数を増やしていくための方策で 地域と情報交換等を行ない、より良い制度作りを

ある。一社一村しずおか運動の認定式は静岡のマ 行ないたいとのことである。

スメディアでは取り上げられているが、企業の社 また、農山村地域と企業・大学の交流により、

会貢献面でのイメージアップには、まだ不十分な 移住に関する意見も出ている。退職前の参加者か

状況にある。 らは 『退職後に何も知らない地域で暮らすより、

一社一村しずおか運動の認定件数を増やし、活 何度も訪れている地域に住みたい。』と言った意

動を継続するためには、認知度の向上が必要であ 見、 卒業前の大学生は 『卒業後に農山村地域で暮

り、そのためには静岡県が広く PRすると共に、 らしたい。』と言った意見が出ている。これらから、

認定件数を増やしマスメディアに頻繁に露出する 交流から移住に変わればさらに地域の活性化に繋

こと、交流人口を増やすことが必要である。また、 がるものと期待される。

企業がより利益を受けることができる制度作りな

ども求められる。

一
社
一
村
し
す
お
か
運
動
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寄付の効果を高めるマッチング・ギフト
~市民による公益活動の促進にむけて

池田市公益活動促進基金(マッチング・ギフト方式)

池田市の公益活動促進にむけた

取り組み

11経緯

池田市は、大阪市中心部からほど近い大阪府

北摂(豊能)地域に位置する人口約 10万人の自

治体である(表1)。

池田市では、第5次池田市総合計画を踏まえ、

早くから、ボランテイア活動の促進を図ること

が今後のまちづくりの大きな課題になると位置

付けていた。そこで、池田市のボランテイア施

策のあり方を、市民の目線に立って検討するた

め、平成 11年 11月に、企業や団体、市民の代

表からなるボランテイア市民会議を立ち上げた。

ボランテイア市民会議では、行政による公益

活動団体への支援のあり方や、市民による公益

活動の活性化に向けた環境整備についての検討

が重ねられ、その集大成として、平成 12年 10

月に「市民公益活動促進に関する提言J(以下「提

言」という。)がとりまとめられた。

表 1 池田市の概要

池田市(いけだし) I 

22.091くm2

103.948人
(平成22年9月30日現在)

干563-8666
大阪府池田市城南 1丁目 1番 1号

市民生活部観光 ・ふれあい課
(TEL: 072・754-6244) 

池田市公益活動促進基金

(マッチング・ギフト方式)他

池田市公益活動促進に関する条例
池田市条例第 14号
平成 13年3月制定

http://www.city.iIくeda.osaka.jp/

空U~旦1m竺至?明liJE:進!唱す杢条例-

この提言を受けて、池田市は、自主的かつ主

体的な公益活動の促進を図り、公益活動団体と

対等協力の関係で協働を進めていくことが、市

民社会の実現や活力ある豊かな地域づくりに寄

与するとの認識により、平成 13年3月、「池田

市公益活動促進に関する条例J(以下「条例」と

いう。)を制定した。条例には、次のような内容

が規定されている。

第1章総則(第1条一第8条)

第2章公益活動団体の登録制度(第9条一

第13条)

第3章協働事業提案制度(第 14条・第 15条)

第4章 池田市公益活動促進協議会の設置(第

16条一第四条)

第5章 池田市立公益活動促進センターの設

置(第20条一第32条)

第6章 池田市公益活動促進基金の設置(第

33条一第40条)

第7章雑則(第41条)

また、池田市は、この条例に基づき、公益活

動の促進に関する施策を総合的かつ計画的に実

施するために「池田市公益活動促進のための基

本的方針J(以下「方針」という。)の策定に着手し、
平成 14年3月に公表した。

市民による公益活動は、少子高齢化、高度情

報化、国際化の進展など、近年の社会経済の構

造が大きく変化するに伴い、市民の意識が物質

的な豊かさから心の豊かさを追求する傾向が強

まる中で、新しい社会システムを構築するため

に重要な役割を果たすものと期待されている。

前述の方針の中で、池田市が、このような公

益活動を促進していくことには、次のような意

義があるとしている。

①市民の自治意識の高まりへの対応

市民社会の成熟に伴い、選挙における投票行

為を代表とする従来の社会参加では満たされな

い、市民の自治意識が高まってきている。この
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活動の促進に関する支援及び協働の施策につい

て提言を行うこと、公益活動促進のための人材

の育成及び普及啓発に関すること、公益活動に

係る情報提供、調査研究及び需給調整に関する

こと等で、具体的には、次のような事業を実施

している。

ア.池田市立公益活動促進センターの管理運営

イ.ボランティア広報誌「つながり」発行 ・

配布(池田商工会議所と共同)

ヴ助成事業(公益活動促進支援事業)

エ.補助事業「池田NPO人材育成講座jの

実施(基礎講座~実務講座)

オ.その他自主事業(公益活動に関する相談

受付や貸しロッカー、調査研究等)

以上の取り組みを通して、公益活動促進協議

会は、情報提供機能、人材育成機能、マネジメ

ント能力の向上支援機能、ネッ トワーク・コーデイ

ネート機能、 NPOの評価機能を担っている。

このことから、公益活動促進協議会は、他の

公益活動団体と行政や市民との間に立って支援

を行う中間支援団体であるとともに、自らも公

益活動を実践する機能を有するのがその特性と

言える。

また、市から、公益活動団体に関する業務(団

体登録事務、助成金申請事務、団体登録事項変

更事務、登録団体活動内容報告事務等)を受託

していることから、公益活動促進協議会は、常

に市民の代表としての中立性・公平性が求めら

れている。

ような市民の意識に対応し、多様な社会参加を

実現する場としての公益活動を促進することに

より、活力あるまちづくりの実現が期待される。

②多様なニーズへの対応

社会経済構造が大きく変化するとともに、市

民からの行政に対するニーズが多様化し、既存

のシステムでは十分な機能を発揮しえなくなっ

てきているのが現状である。公益活動は、その

柔軟性、迅速性、多様性に伴う個別性などの特

長により、行政や企業では十分に対応しきれな

い分野でその力を効果的に発揮することができ

る。また、公益活動の発展により、市民・企業 ・

行政の役割分担が再認識され、行政が真に責任

を持つべき領域が明らかになることから、行政

運営の効率化にも資することが期待されている。

③地域における新たな社会経済活動の主体

公益活動は、上記①及び②のような特性から、

今後、量的にも質的にも発展していくことが大

いに見込まれる。このことは、地域における新

たな経済活動の主体として、雇用の創出等によ

り地域の活性化をもたらし、いきいきとしたま

ちづくりにつながるものと期待されている。

3 池田市公益活動促進協議会

平成 13年3月の条例制定後、同年5月に、自

主的かつ主体的な公益活動の促進及び公益活動

団体の健全な発展を図るため、池田市公益活動

促進協議会(以下「公益活動促進協議会Jという。)

が設置された。

公益活動促進協議会は、市の附属機関という

位置づけではない。行政が関与することにより、

市民の行う公益活動の自主性 ・独立性が損なわ

れる危険性を回避するため、行政から独立した

自主的な中間支援団体として設置されたもので

ある。また、公益活動促進協議会の運営は、条

例の範囲内で自主的に決めることができる。

公益活動促進協議会の主な業務は、市の公益
池田NPO人材育成講座
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としている。当該団体は、中間支援団体として

位置づけられ、かつ、各公益活動団体のコーデイ

ネート機能が期待されることから指定されたも

のである。したがって、いけだNPOセンター

の管理運営には民意が活かされ、利用者の立場

に立った弾力的なものになるとともに、当該施

設が公益活動団体間の相互交流の場所としても

活用されることが大いに期待されているとのこ

とである。

平成 13年の開設以来、市民の公益活動に関す

る関心の高まりにより、利用団体数や利用者数、

会員数など増加傾向にあると言えるが、平成21

年4月の事務所の移転に伴い、施設のスペース

が縮小している (表2参照)。

4 池田市立公益活動促進センター(いけだNPOセンター): 

池田市立公益活動促進センター (以下「いけ

だNPOセンター」という。)は、前述でもふれ

た「市民公益活動促進に関する提言Jにおいて、

各団体の活動場所が必要とされたことを受け、

平成 13年7月に、池田市の公益活動を促進する

活動拠点として設置された。

いけだNPOセンターは、現在、池田市立コ

ミュニテイセンターの2階に事務所を構え、建

物は市が提供し、管理運営は民間が行うという、

いわゆる「公設民営」の施設である。

池田市公益活動促進基金(マッチ

ング・ギフト方式)の概要

本来、市民による公益活動は、補助金に頼る

ことなくその活動が継続されることが望ましい

といえるが、団体にと って補助金は、会費に次

ぐ重要な資金源となっているのが現状である。

しかしながら、補助金の中には、その活動内容

に対してではなく、単に組織の維持のためと思

われる慣例的なものもあり、かえって不公平感

を招いているのも事実である。

これらの理由から、平成 12年の市民公益活動

促進に関する提言において、補助金に代わるも

のとして、行政、企業、市民有志による寄付の

受け皿として基金を設置し、そこから市民によ

る公益活動に対し、 一定のルールに基づき、公

平に財政支援していく方法なども有効であると

された。

池田市立コミュニティセンター

この施設は、「ふれあいの場を通して協働のま

ちづくり jを基本コンセプトに、公益活動を行

う団体の活動スペースとして無料で開放してお

り、団体活動、交流、学習、作業、懇談、ネットワー

ク促進、公益団体同士の情報交換など、様々な

用途に利用されている。

池田市では、いけだNPOセンターの管理運

営について、公益活動促進協議会を指定管理者

池
田
市
公
益
活
動
促
進
基
金

(マ
ッ
チ
ン
グ
ギ
フ
ト
方
式
)

いけだNPOセンターの活動実績

8.387 12.971 13.398 9.429 

表2

利用者数

116 
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等の公共施設の利用に関し、使用料の免除を受

けられること、インターネット等で団体の活動

情報が紹介されること、市に対して助成金交付

の申請ができることなど4点があげられる。

ただし、登録団体となるためには、 ①公益活

動を行っていること、 ②公益活動を継続的に行

う法人その他の団体であること、 ③市と協働する

にふさわしい団体であることが要件となる。③の

要件については、抽象的な表現となっているが、

具体的には、 5人以上の構成員がいるか、規則又

は会則があるか、多数決の原則が行われている

か、代表者の権限が明らかであるか、会計の適

正な処理が行われているかなどの事項について

問われる。そのほか、毎年活動内容の報告を行

う必要があることから、事務上の負担も増える。

しかしながら、これらの要件が登録団体の拡

大への妨げとならないように、公益活動促進協

議会では iNP 0人材育成講座」を定期的に開

催し、人材育成を進めるとともに、登録にむけ

ての支援も積極的に行い、登録団体数の拡大に

力を入れているとのことである。

NPO人材育成講座では、専門的なことや広

報関係など、毎回異なるテーマを設定し、年に

複数回講座を開催しており、 NPOに限らず、

一般、企業、学生も参加しているとのことである。

これらの公益活動促進協議会の献身的なフォ

ローア ップもあり、市民公益活動団体の登録状

況(表3) をみると、毎年約6団体が新規に登

録団体となっており、平成22年12月現在、 69

団体が登録している。

このことを受け、池田市は、条例に基づき、

市民による公益活動の促進に要する経費に充て

ることを目的とした「池田市公援活動促進基金」

を平成 13年に創設し、池田市の1，000万円の初

期投資により運用が開始された。

ここでは、この基金の運用に係る、 ①池田市

公益活動団体登録制度、 ②公益活動助成事業、

③マッチング・ギフト方式について説明する。

1 池田市公益活動団体登録制度 (池田版NPO) : 

平成 13年、市と公益活動団体との協働を推進

するために、「池田市公益活動団体登録制度J(以
下「登録制度」という。)が創設された。

この登録制度は、 NPO法人はもちろんのこ

と、活動は活発に行っているが、法人化には至

らない公益活動団体も登録可能な、「池田版NP

OJと言われる仕組みである。この団体登録事
務には、公益活動促進協議会が市から委託を受

けて業務にあたっており、登録までの流れを整

理すると、次のとおりとなる。

①池田市公益活動促進協議会で受付後、市へ

提出(記載に不備等があれば再提出)

②池田市で確認後、池田市公益活動促進協議

会へ意見を依頼

③同協議会から市へ意見報告コ報告を受けて

市が登録または保留を判断

④登録完了(団体に通知)※保留の場合、再

申請となる。

⑤池田市ホームページ等に掲載

この登録制度によるメリットは、市の業務の

受託が可能となること、コミュニティセンター

表3 市民公益活動団体の登録状況

解散団体数

登録団体数累計
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④公益活動促進協議会(検討委員会)から市

へ報告 (4月上旬)

⑤市で各申請団体の金額を決定 ・通知 (4月

下旬)

⑥申請団体名と活動内容、決定金額を市のホー

ムページで公表 (5月下旬)

※概算払い(前払い)を希望の場合は、決

定額の 1/2まで請求可

⑦助成対象活動終了後、実績報告を公益活動

促進協議会に提出 (~3/ 31) 

③助成金交付(報告受付後、約20日後)

審査にあたる検討委員会のメンバーは学識経

験者3名に、公益活動団体関係者 10名を加えた

13名で構成されており、活動内容の公益性(広

く一般の利益となるものであるか)等に着目し、

審査を行っている。検討委員会に よる審査は、

第1次審査と第2次審査の2回行われる。この

一連の流れの中で、池田市との協働性、池田市

民性、自発性 ・自立性、活動の公益性、助成対

象経費の妥当性、活動の計画性・実現性、活動

の波及効果、活動場所の適正等について厳正に

審査される。

また、検討委員会の委員は、採択に係る審査

のほか、助成対象事業の実施の際に、実地確認

も行っている。

助成金の額(表4)は、団体設立から 5年目ま

での団体が行う事業に対しては、助成対象額の5

分の4、団体設立から 6年目以上の団体が行う事

業に対しては助成対象額の2分の 1としており、

いずれも上限は20万円までとされている。なお、

指定団体が行う公益活動を促進する活動に対す

る助成金の額は、助成対象額の全額としている。

2 公益活動助成事業 ! 

以上の手続きを経て、登録団体になると、公

益活動に対しての助成金交付申請が可能になる。

池田市では、「池田市公益活動促進基金」を原資

とした「公益活動助成事業jを平成 14年から実

施している。

助成の対象となる活動については、行政が公

益活動を促進しその活性化を図るという観点か

ら、 ①自由なテーマで募集するものと②そのテー

マを設定して募集するものとに分けられている。

①は市長が指定する登録団体(以下「指定団体」

という。)が行う公益活動を促進する活動に対す

る助成で、 ②は一般の登録団体が行う公益活動

に対する助成である。なお、ここで言う指定団体

とは、池田市社会福祉協議会及び公益活動促進

協議会を指しており、この 2団体が市と同様に

公益活動を促進していることによるものである。

また、助成金の交付手続き等は、「池田市公益

活動助成金交付要綱jで規定されており、その

概要は、市に登録された公益活動団体が、対象

となる活動に対しての助成を申請し、市がこれ

を審査し、公益活動促進協議会の意見を聞いて

交付するというものである。

助成金の交付までの一連の流れを整理すると、

次のとおりとなる。

①公益活動促進協議会で申請受付後、市へ提

出 (1 月 ~2 月)

②市で確認後、公益活動促進協議会へ意見を

依頼 (3月上旬)

③公益活動促進協議会(検討委員会)で審査(~

3月下旬)
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表4 助成金の額

助成対象額の4/5団体設立か65年固まで 限度額

20万円助成対象額の1/2団体設立から6年目以上

36 



池
田
市
公
益
活
動
促
進
基
金
(
マ
ッ
チ
ン
グ
ギ
フ
ト
方
式
)

紹介され、現在ではソニー株式会社や資生堂株

式会社など100以上の企業で導入されているな

ど、民間企業で先行した制度である。

例えば、一人の社員が、慈善団体に対して

10，000円の寄付を行った場合、社員が所属する

企業がその寄付金額と同額 (10，000円)を社員

の寄付金額に上乗せをし、その慈善団体は合計

20，000円の寄付金を受け取ることができるとい

うものである。

そのほか、職員のボランテイア活動を寄付行

為と見なし、企業が金銭の寄付を上乗せするも

のや、寄付金の代りに資材提供(自社製品の提供)

をするなど、各企業の創意工夫により、その形

態はさまざまである。しかしながら、いずれの

場合においても、個人の寄付に対して企業が上

乗せして寄付を行うことで、個人の寄付の効果

を高めるという特'性を持っている。

池田市では、「池田市公益活動促進基金」の運

用に際し、このマッチング ・ギフトの考え方を

導入することで、図 1のような、独自のスタイ

ルを確立している。

基本的には、池田市に在住・在学・在勤する

本事業の平成21年度における助成実績は、 17

事業に対し、 167万円交付している。運用開始

から 9年目となる平成22年度は、 20事業が採

択されており、本事業の浸透に伴い、申請件数・

助成金交付額ともに、おおむね増加傾向にある

とのことである。

3 マッチング・ギフト方式

池田市の、「池田市公益活動促進基金」を原資

とした公益活動助成事業の最大の特徴といえる

のが、「マッチング・ギフト方式」を採用してい

る点である。これは、公益活動の促進のために、

市または指定団体に贈られた寄付金額と同額を、

市が一般財源から支出し、市民からの寄付金額

に上乗せして「池田市公益活動促進基金jに積

み立てるというもので、平成 14年度から導入さ

れている。

そもそもマッチング ・ギフトは、昭和 29年に

米国のGE財団で導入されたのが始まりとされ、

現在米国では1，000以上の企業がこの制度を導

入している。日本においては、平成の初め頃に

民市

社会福祉協議会

体団定

公益活動促進協議会

公益活動促進協議会

指

通知
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前年度末基金残高 16，545 17，543 14，676 

マッチング額
3，276 733 

(寄付期間:前年1.1....... 12.31) 

市への寄付額
303 10 

(寄付期間:当年4.1.......翌3.31)

運用益(利息) 92 57 

助成金等交付額(支出) 2，673 3，667 

年度末基金残高 17，543 14，676 

池田市公益活動促進基金の運用状況表5

マッチング・ギフト方式の効果

池田市のマッチング・ギフト方式は、単に登

録団体にとってメリットがあるだけではなく、

寄付者にとっても、自らが寄付を行うだけ、市

が同額を予算化して基金に積み上げるため、寄

付行為に対するモチベーションの向上につなが

るという効果がある。

基金とその運用益のみで運用する場合、仮に

まとまった額の初期投資を行ったとしても、思

うように寄付を募ることができなければ、運用

益のみでは事業は立ち行かなくなってしまう。

それに対し、池田市のマッチング・ギフト方式は、

市民の思いが込められた寄付相当額(マッチン

グ額)が、市の一般財源から毎年基金に投入さ

れことにより、さらなる寄付を促し、基金とそ

れを原資とした助成事業の運用を持続可能なも

のにしている。

マッチング ・ギフト方式による助成事業の浸透

が、より一層、公益活動団体に対する寄付を集め

るためのインセンテイブとなり、今後も継続して

公益活動団体の活動を促進していくための財源

の安定にもつながるものとして期待されている。

個人や法人から、市及び指定団体に対して、前

年の 1月1日から 12月31日までに贈られた寄

付金額を合算し、その同額を予算化して、マッ

チング額として基金に繰り入れている。

無論、寄付金が増えれば市の支出も増えるこ

ととなるが、それには一定の制限が設けられて

いる。具体的には、市が予算化して繰り入れる

金額は 1，000万円を上限とするほか、一市民か

ら一指定団体に対し贈られた寄付額が 100万円

を超えている場合は、当該市民からの当該登録

団体への寄付額を 100万円とみなすものである。

マッチング ・ギフト方式は、助成制度として

の骨組みの中で、基金とその運用益を、市民の

代表である公益活動促進協議会の審査を経て、

公益活動団体へ助成金として還流させるという

この仕組みにより、市民が市の税金の使い道に

直接関与することを可能にしている。

年々、基金の年度末残高は増加傾向にあった

が、平成20年度には 327万円であったマッチン

グ額が、平成 21年度には 73万円となるなど、

その時々の経済情勢も大きく影響するとのこと

である(表5参照)。

また、池田市では、この基金のほかに「市民

安全基金」にも同様にマッチング ・ギフト方式

を採用しているとのことである。

池
田
市
公
益
活
動
促
進
基
金
(
マ
ッ
チ
ン
グ
ギ
フ
ト
方
式
)
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進協議会との連携 ・協力体制の一層の充実を図

る必要があり、 iNP0人材育成講座」等の取り

組みを推進することで、公益活動団体が組織と

して成熟 ・自立し、自ら PRしていけるような

環境の整備が望まれる。

公益活動をめぐる最近の動きを紹介すると、

市民自らが社会的課題に意識を持ちはじめ、 コ

ミュニティ推進協議会が市内各所 (単位は基本

的に小学校区)で立ち上がっているとのことで

ある。中でも、細河地域コミュニティ推進協議

会と北豊島地域コミュニティ推進協議会の 2団

体はすでに登録団体として活動している。こう

した動きの中で、市職員もサポーターとして加

わることで、地域に深く関わってきているとの

ことである。

また、条例の中には「協働事業提案制度jと

いう制度が設けられている (図2参照)。この

制度は、登録団体が、市が実施している (今後

実施する)事業の中で、市と協働可能なものに

ついて、提案することができるというものであ

る。このことにより、市の施策に公益活動団体

のノウハウを活かすことで、自らの活動の活性

化及び市民にニーズにも応えることができると

のことである。市と公益活動団体が対等な立場

で、協働によりすすめていく「協働事業提案事業」

の活用も絡めた今後の動きに期待しているとの

ことである。

課題及びその解決策

。協働事業実施までの流れ

①登録団体かうの協働事業提案

②提案登録団体と担当課を含め協議

③協働事業提案の審議、 決定

④協働事業の実施

マッチング・ギフト方式を通じて、市や指定

団体に対するさらなる寄付を促すためには、公

益活動促進協議会のあり方が課題となっている。

池田市は、マッチング ・ギフト方式の導入当

初から、公益活動促進協議会への寄付の場合も、

市や社会福祉協議会と同様に、 寄付金控除を受

けられるようにしたいと考えていた。

公益活動促進協議会は、中間支援組織として、

市からの委託業務や公益活動団体等のコーデイ

ネートを行うなど、池田市における公益活動の

中核を担っているが、現状は資本金も法人格も

持たない組織であるため、それは地方税法上適

わなかった。

公益活動促進協議会が、現状の組織体制のま

ま今後もすすんでいくのか、または特定非営利

活動法人や一般社団法人のような法人格を取得

し、活動を展開していくのか岐路にたたされて

いるとのことである。

仮に、公益活動促進協議会が、 NPO法人へ

の寄付を促す目的で設けられた「認定NPO法

人制度」の活用をするならば、同協議会に対す

る寄付金は寄付金控除の対象となり、社会から

の認知度や信用の高まりも相まって、より一層

寄付を促すことも可能となる。

池田市では、時代の移り変わりや、市民の価

値観の多様化などに伴い、刻々と変化する市民

のニーズに応えうるような公益活動促進協議会

のあり方を、今後も継続して検討していきたい

としている。

今後の展望

今後、公益活動促進基金 (マッチング ・ギフ

ト方式)に対する市民の理解が深まり、より一

層基金の活用が図られることに期待がかかる。

そのためには、中間支援組織である公益活動促 図2協働事業提案制度事業フロー
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若者が主役、お金を介した地域の

つながりづくりに向けた取り組み

コミュニティ・ユース・パンクmomo

コミュニティ・ユース・パンク
momoの概要

事業に融資を行うため、現在代表理事を務める

木村真樹氏を中心に平成 17年10月に設立され

たNPOパンクである(表1)。

momo設立までの経緯は次のとおりである。

代表理事の木村氏は元東海地方の地方銀行員で

あったが、その後名古屋NGOセンターでのイ

ンターン、国際青年環境NGOrA SEED 

JAPANJ事務局長等を歴任し、その活動

の中でNPOパンクの存在を知り、出身地であ

る東海地方でのNPOパンク設立に向け動き出

した。 まずボランティア募集を行い、主に 20~

30代の若者 15名が集まった。そのボランテイ

アを中心にNPOパンクに関する勉強会、先進

団体視察、対象地域内での資金ニーズ調査など

約半年間の準備を行い、設立するに至った。

momoは、東海地方での都市部商庖街の衰

退、中山間地域の人口流出等に伴うコミュニテイ

機能の低下といった状況の中、地域をよくした

いという出資者からの「志金」を、地域活性化

のために活動している人や組織に対し融資する、

いわゆる「お金の地産地消」によって、東海地

域の持続可能な社会の構築を目指している。ま

た、地域の次世代を担う「若者」が中心となり

活動に取り組むことを重視している。

1 NPOパンクについて

NPOバンクとは、主に地域づくり、環境、

福祉などといった非営利活動 ・事業に対し、低

利子で融資する非営利金融機関の総称である。

非営利活動に関心がある住民から出資を受け、

NPOパンクでの書類、面接等の審査の上で、

融資先を決定する。

NPOバンクが出現した背景として、 ①わが

国の市民活動・ NPO活動が徐々に広がりを見

せるなか、組織立ち上げ時の資金等の資金繰り

を支援する金融システムが未整備であること

②地域での資金循環に関心を持つ市民が増えて

いること が挙げられる。

そのような状況の中、全国各地にNPOパン

ク設立の機運がある。平成6年に設立された「未

来パンク事業組合Jを皮切り、平成23年1月現

在、全国に計13のNPOパンクが存在する。

3 コミュニティ・ユース・パンク
momoのしくみ
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momoの出資及び融資の流れは図 1のとお

りである。特定非営利活動促進法(以下、 rNP 

O法」という)では出資を募ることは想定され

出資者 融資先

l“‘ー・・・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・ーーー・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー_.

コミュニテイ ・ユース・パンクmom0 (以下、

rmomoJという)は、東海三県(愛知県、岐

阜県、 三重県)の持続可能な地域づくりを行う

表1 組織の概要

[コミi二ディユ一九，.ンクmomo(償問I
代表理事木村真樹

平成 17年 10月

400 (個人)20 (団体)

30名

干460・0014
愛知県名古屋市中区富士見町9-16
(TEL: 052-331-5695 ※留守番電話対応)

http://www.momobank.net/ 

運営事務局(岡田νンジャー}

図 1 コミュニティ・ユース・パンクmomoのしくみ
(m 0 m 0資料を掲載)
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コミュニティ・ユース・ jじノクmomo

問と理事とで構成される融資審査委員会で行わ

また、若者を中心としたボランテイ

アスタッフである 1m0 m 0レンジャー」カ人

we bサイ トやニューズレターなどの情報発信、

イベント等の企画を実施し、出資者と融資先を

つなぐ役害リを担っている。

れている。

ていないため、民法667条に基づく任意組合と

して出資を募る。また、融資実務は貸金業法に

基づき貸金業登録を行い実施されている。

運営責任は、総会で選出された理事が正会員

(出資者)を代表して担う。

融資審査は、金融やNPOの専門家である顧

収支の状況(平成21年度)

239.440 
3，501，045 

360，000 

241，053 

621，981 

112，695 

5，076，214 

(単位 :円)

支出

[事業費]

融資事業

講座企画運宮

[管理費]

事務所家賃

通信費

印刷製本費

雑費

支出合計

276，000 

761.613 

708，740 

27，000 

129，249 

3，000，000 

292，989 

5，195，591 

表2

収入

会費収入

寄付金収入

自主企画講座収入

審査手数料収入

貸付金利息

助成金収入

雑収入

収入合計

※ 「助成金収入Jの内訳は、あいちモリコ
口基金 (1，000，000円)、 地球環境基金
(2，000，000円)である。

(単位 :円)貸借対照表 (平成21年度)表3

コ=~ュ一=アィ

174，443 

15，844，508 

26，081，596 

2，450 

30，000 

683 

資産の部

1 流動資産

現金

普通預金

別段預金

仮払金

前払費用

未収入金

42，133β80 流動資産合計

固定資産

長期貸付金

2 ユ

ス
713，924 

713.924 固定資産合計

資産合計
パ
ン
ク

m
o
m
o

42，847，604 

7，512 

21，218 

O 

O 

8，040 

負債の部

1 流動負債

未払金

未払費用

未払法人税等

前受金

預り金

E 

36，770 流動負債合計 。固定負債2 

36，770 

O 

40，640，000 

411，433 

1，759，401 

固定負債合計

負債合計

純資産の部

1 出資金

2 損失準備金

3 正昧財産

E 

42，810，834 

42.847.604 

(平成21年度事業報告より作成)

純資産合計

負債及び純資産合計
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なお、 momoは設立当初から出資の「量の

拡大」を目的としておらず、資金の募集を「融

資先に適切な支援を提供できる人材を巻き込む

機会 (m0 m 0平成 22年度事業計画より )Jと

してとらえており、出資の質の向上に努めてい

るとのことであった。平成 18年に公布された改

正貸金業法では、貸金業者の財産的要件につい

て純資産額500万円から 5，000万円への引き上

げが盛り込まれていたため、 momoでも出資

額増額を目指していたが、 NPO法に規定する

各種事業等への貸付等、いくつかの条件を満た

した場合は適用除外となったため、平成22年度

事業計画からは出資目標を設定していない。改

正貸金業法への対応の詳細については、 3章 (N

POパンクとしての課題及び解決策について)

で述べる。

平成22年5月末現在の出資者の属性をみると、

出資者出身地別は、 66%が愛知県、岐車県、 三

重県の東海三県の在住者である。最近では、出

身地への地域貢献の想いから、東海三県出身の

東京都在住者の出資も増えているとのことで、

東京在住者のシェアも現在 13%を占めている。

出資者の出資口数は、 1~9 口が 72% と大半

を占めている。また、年代別では 20~ 40代が

76%となっている。

コミュニティ・ユース・パンク
m omoの事業内容

I~~__- 閉三?芯里-ーーーー・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー-
momoへの出資は、 一口l万円で、個人は

l口以上、法人は5口以上からとなっている。

出資者はmomoの正会員として位置づけられ

ており、総会での議決権を有する。

全国のNPOパンクは一般的に出資金の元本

保証はされず、配当もない。momoも同様で

ある。momoは出資金の扱いについて、説明

書やホームページにより出資者に対し丁寧に説

明し、了解を得たうえで出資してもらうよう努

めている。

momoの出資総額及び出資者数の推移は表

4のとおりである。

設立初年度の平成 17年度は 484万円の出資が

集まったが、当時の融資に係る法規制(貸金業

法改正前は、融資実施には 500万円以上の純資

産額(出資額)が必要であった。)により、融資

は行われなかった。その後平成 18年度には出資

総額 1，062万円に達し、融資2件を開始、その

後も順調に出資総額を増やし、平成21年度末に

は総額4，064万円となっている。

表4 出資総額及び出資者数の推移

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

出資総額
484 1，062 2，248 3，536 4，064 

(単位万円)

出資者数 62 124 203 301 379 

(内、団体) (0) (5) (8) (14) (14) 

(momoの資料を基に作成)

表5 融資累計友び融資先累計の推移

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

面虫資累計
O 200 550 2，200 3，000 

(単位万円)

融資先累計 O 2 5 10 11 

(肉、一般融資) (0) (0) (3) (4) (4) 

(momoの資料を基に作成)

2 融資の状況

ア融資の内容及び実績

momoで実施している融資対象者は、個人、

NPO 、任意団体、各種法人等、法人形態は問

わず、東海三県(愛知、岐阜、 三重)を拠点に

社会貢献活動を行う momo正会員(出資者)

に対し行われる。また融資メニューは、起業資

金、設備資金、運転資金等を使途とした「一般

融資」と、補助金交付までの間のつなぎである「つ

なぎ融資Jがある。融資額は原則出資額の 10倍

(つなぎ融資は出資額の 40倍)まで、最大500

万円である。貸出金利は年2.5%(つなぎ融資は

年2.0%)の固定としている。返済期間は、最長

3年で毎月の返済を想定している。融資総額は、
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かえる農園
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図2 融資先地図 (momo資料を掲載)
※平成22年6月現在

借り手の資金ニーズの把握に努め、出資総額の

70%を上限としている。貸出利息については、

貸し倒れ等のリスク対策として、損失準備金と

して積み立ている。

融資実績は表5のとおりである。前述のとお

り、平成17年度の融資実績はOであるが、純資

産額500万円を超えた平成18年度より 2件合計

200万円の融資を行った。

以後、融資実績を着実に増やし、平成21年度

現在では 11件3.000万円となっている。融資内

容の内訳は、一般融資(起業時の融資)が4件、

つなぎ融資が7件である (NP 0法人G-ne

tは二度のつなぎ融資あり)。さらに、 平成22

月12月から一般融資の募集を行い、順次融資先

の追加を予定しているとのことである。平成23

年1月現在は、一般融資9件、つなぎ融資 12件

の合計21件の実績となっている。

イ融資までの流れ

融資決定までの流れは図3のとおりである。

融資無料相談では、 momoの理念や融資先

に求める事項、momo運営事務局や出資者と

の関わりについて説明を行う。また、申込希望

者がmomoの融資審査委員として融資審査に

携わることにより、実際に申し込む際に何がポ

イントとなるか把握しやすくする「バーチャル

融資審査委員会」 という特徴的な取り組みを実

施している。

実際に申し込む場合は、資金借入申込書によ

る書類選考を経て、融資条件と大きく外れてい

ない案件については事業内容説明書等の提出を

申込者に求める。その問、 momoは案件の業

界分析を行い、事業内容に関する研究を行う。

事業内容説明書等の提出後は、申込者に対す

るハンズオン支援を行う。ハンズオン支援では、

momo内で担当理事を決め、書類提出の記入

方法や融資対象の事業計画に対する助言などを

融資無料相談/j¥-=t:...ャル融資審査委員会

申し込み/書類選考
『 ...... 

事業内容説明書等の提出
~ 

ハンズ方ン支顕

『---面談(一次審査〉
『ー・.... 
訪問調査
司~一

最終審査
二三聖E二
契約/融資実行

図3 融資実行までのスケジュール
(m 0 m 0資料を掲載)
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行っており、仮に融資が受けられなかった場合

でも、今後の事業運営や再申請時の助言を行う

など、関係を継続していくとのことである。

momoのハンズオン支援の下、融資審査委

員会による面談、融資先への訪問調査等により、

書面では把握できない部分を綿密に調査し、最

終審査を経て契約(融資実行)に至る。

融資審査でのチェック項目として、組織面(団

体の理念、経営者の資質 ・経歴、スタッ フ・ ボ

ランテイア、組織の責任体制、法令順守、法的

リスク)、事業面(事業に関する知識 ・経験 ・情

報、資金需要と用途、人間関係などの社会関係

資本、製品やサービス、マーケテイング力)、財

務面(財政状況、収支計画、会計業務、返済計画、

連帯保証人)の三点を大項目として設けている。

(表6)

momoの融資審査の特徴としては、組織面

を重視する点が挙げられる。平成23年1月現在、

審査を通過した一般融資希望の団体 10団体は、

すべて組織面が「ポジテイブ」と評価されている。

事業面、財務面で「ネガテイブ」と判断された

が組織面で「ポジティブ」と判断され、審査を

通過した例もあるとのことである。その一例と

して、事業実績のない、中山間地域への Iター

ンの事業者から融資申し込みがあり、地域住民

が連帯保証人であること等、地域住民との良好

な関係を形成していることから融資を決定した

こともあったとのこと。つまり、その団体の「信

頼性」で融資を決定したということである。組

織面に係る審査については、前述の訪問調査の

他に、申請者の活動拠点である地域への聞き取

り、申請者の業界分野について詳しい出資者か

らの情報提供等様々な調査を行っているとのこ

とである。

また、審査を通過しなかった 14団体は、事業

面では 12団体、財務面では 13団体が「ネガテイ

表6融資審査チェック項目、結果の概要

判断基準 大項目 中項目

組織面 (現在)
団体の理念、経営者の資質・経歴、スタッフ・ポフンァィア、

組織の責任体制、法令順守・法的リスク

momoの趣旨 (7項目)、
事業に関する知識・経験 ・情報、資金需要と用途、ソーシャ

出資者の声など 事業面 (未来)
ルキャピタル、製品やサービス、マーケテイング力

財政面 (週去) 財政状態、収支計画、会計業務、返済計画、連帯保証人

ユ

ス

JC 
ン
ク ※中項目の下に、さらに詳細な小項目 を設けている。
π1 
O 
m 
O 審査を通過した団体 審査を通過しなかった団体

ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ

組織面(現在) 10 5 9 

事業面 (未来) 6 4 2 12 
一般融資

財政面 (過去) 8 2 13 

合計 10 14 

つなぎ融資 13 

※審査は通過したが、融資に至らなかったケースが、一般/つなぎ融資で各1件あった。

(momo資料を基に作成)
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こうじびら山の家は、平成 19年に設立され、

まちづくり、環境保全、青少年育成 ・雇用機会

の拡充と職業能力の開発などを活動分野とする

団体である。

郡上市郊外にあるオートキャンプ場跡地を借

り受け、そこを拠点として事業を実施すること

となったが、使用するにあたり母屋やキャンプ

施設の改修が必要であった。改修費として、農

水省の助成金150万円と、 momoからの融資

150万円を充てることとなった。momoにつ

いては、特にこれまで団体聞のつながりはなく、

こうじびら山の家の監事を通じてその存在を知

り、融資申請したとのことである。

こうじぴら山の家は平成 19年9月に融資を受

け、 1年目 3万円、 2年目以降5万円(最終月

は端数調整)の3年間による返済計画を立て、

平成 22年 10月に遅滞なく完済した。因みに、

momo以外の他金融機関からの融資は受けて

おらず、現在、主に自主事業収入と助成金で運

営しているとのことである。

momoが行った非資金面での支援としては、

地域イベントである「郡上踊り」の期間に合わ

せたこうじびら山の家への宿泊キャンプイベン

ト「郡上踊りに出かける大人のキャンプ」を共

同で企画運営するといった支援もあった。また、

momoのメディア掲載時に、融資先として同

時に取り上げてもらっているという点で、情報

発信での支援も受けているといえる。

ブ」と判断されている。事業や財政の見通しが

立たない中での融資は困難であるが、 一方で、

落選後も審査結果やその理由を直接申請者に伝

え、今後の事業、財務面での改善をアドバイス

する等、 momoが引き続きアフターケアする

しくみとなっている。

ところで、融資審査委員会での融資決定につ

いては、全会一致を原則としている。その理由

として、融資先への融資後も、 momoが組織

として一体となり、後述する非資金面での支援

を円滑に行うためである。

非資金面での融資先への支援

momoでは、資金面の支援のほかに、融資

先に対しさまざまな支援を行っている。一つ目

は「メディア機能jである。「メディア機能」で

は、会員向けメーリングリストやニューズレター

といった出資者向け情報発信と、プレスリリー

ス等を通した外部者向け情報発信により、融資

先の取り組み状況を紹介している。二つ目は「場

づくり機能」である。「場づくり機能」は、「ソー

シャルファイナンス研究会Jlmomo barJ 

Imomo cafeJI融資先体験ツアーJI経

営戦略会議」などの出資者と融資先との交流の

場を設けることにより、出資者が、融資先にとっ

て最も有効な人材として助言等適切な支援がで

きるよう促すしくみである。これらの取り組み

は、資金を媒体としながらも、出資者と融資先

をつなぎ合わせ、ともに地域課題を解決してい

くという意識の醸成を促すとともに、特に創業

時の融資先にとって、出資者という「サポーター」

が身近にいるという実感を強くすることに役

立っているといえる。

ウ

融資先の声

momoの一般融資先第一号である、岐阜県

郡上市を拠点として活動している INP 0法人

こうじびら山の家(以下、「こうじぴら山の家」

という)Jに、実際に融資を受けての感想につい

て伺った。

工

「郡上踊りに出かける大人のキャンプ2010Jの様子
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momoからの資金、非資金両面の支援を受 して、平成18年度104，∞0円から平成21年度は
けての感想としては、他の金融機関にはない、 761，613円と会費と同様に漸増している。

出資者の「顔」が見え、直接声がきけるという

こともあり、 よいプレッシャーの中で事業運営

や返済が行えた、とのことであった。

3 その他の取り組みについて
ーーー・ーー・ーー・・ー・・・・ーー・・・・ー・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー_0

ア会費や寄付を募る取り組み

出資された資金は融資の財源として活用される

ため、事業運営費や管理費については会費や寄

付などにより捻出している。事業運営費は、融資

事業経費、ニューズレター発行経費として、また

管理費は事務所家賃、通信費などに充当される。

momoの場合、出資者は正会員として位置

づけられるが、会費の支払い義務はない。正会

員とは別に、情報会員を設けており、情報会員

からの情報会員費をもって会費としている。情

報会員は年間2，000円を会費として支払い、 m

omoの理事や融資先のコラム、 momoが立

ち上げた研究会でも取り組む「ソーシャルファ

イナンス」をテーマにした連載などが掲載され

るニューズレター 1m0 m 0 通信Jを得ること

ができる。momoは、主に正会員に対し、事

業運営費の使途について、電話など直接の依頼、

ホームページやメーリングリストなどで丁寧に

説明することにより情報会員として登録しても

らうよう努めている。会費収入の推移は、設立

時の平成 17年度76.000円から平成21年度は

276，000円と漸増している。

寄付についても、会費と同様な方法で出資者

に対し依頼をしている。具体的には、 momoの

活動内容を記したパンフレットの増刷を予定する

際、見積書の額を情報開示し具体的な必要額を提

示することにより、増刷の必要性を感じる正会員

や情報会員の積極的な寄付を募ることもある。ま

た、情報会員が年会費を余分に支払い、余剰分を

寄付とする場合もある。寄付額の推移について

は、設立初年度の平成17年度は東海労働金庫か

らの寄付等により 1ω万円であったことは例外と

イ 自主事業への取り組み

momoの設立趣旨の中で、若者の地域参画

を目指すことを明らかにしている。そのため、

融資以外でも若者の地域活動を促すべく様々な

活動を行っている。

まずーっ目が東海若手起業塾への参画である。

東海若手起業塾は、東海地方で起業家支援 ・若

者支援を行っている NPO法人三団体と、全国

展開で、起業家支援を行っている NPO法人との

共同で実行委員会を設け運営している。同塾で

は、地域課題の解決や地域資源の有効活動を通

じて東海地方の活性化を考えている若手起業家

を対象に、ビジネスモデルや事業戦略の質的向

上を悶ることや、事業を成長軌道にのせるため

の支援プログラムを行っている。当該プロジェ

クトで、 momo代表理事の木村氏がコーデイ

ネーターを務めている。

二つ目は、とよた中山閉じおこし隊への参画

である。当該プロジェクトは、都心部から若者

を募り、雇用創出、地域資源を活用した起業を

促し、豊田市中山間地域を活性化することを目

的としている。地域の事業者、新規雇用者、自

治体(豊田市)が一体となり、また取り組みを

各分野のエキスパートが計画的に支援すること

で成果を結び付けている。momoは当該プロ

ジェクトにて各種研修プログラムの作成・実施

を行っている。

NPOパンクとしての課題及び
解決策について

momoを含めた、全国のNPOパンクの大

きな共通課題として、出資を募り融資を実施す

るという団体の性質からくる各種法律への対応

が挙げられる。

まず出資の面では、平成 19年9月に施行され

た金融商品取引法への対応がある。民法上の任
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意組合として出資を募るNPOパンクも、出資

金は同法での有価証券と同じ取扱いとなるため、

金融庁への報告義務及び公認会計士による会計

監査の必要性が生じる。そのことにより経済的

負担がかかり、事業運営費の捻出も困難なNP

Oパンクが多い中で更なる負担となる。そのた

め、 NPOパン夕、弁護士、公認会計士など専

門家により構成される「全国NPOバンク連絡

会」が金融庁と協議した結果、「配当の禁止JI譲
渡の制限JI出資額を超える払い戻しの禁止jと
いったNPOパンクの性質上、投資には当たら

ないことなどから、 NPOパンクは適用除外と

なった (金融商品取引法2条 2項5号ロ「出資

者がその出資又は拠出の額を超えて収援の配当

又は出資対象事業にかかる財産の分配をうける

ことがないことを内容とするその出資者の権利」

については、適用除外される)。

また融資の面では、平成 18年 12月に公布さ

れた改正貸金業法への対応がある。NPOパン

クも同法による貸金業者として対象となるため、

貸金業登録に係る要件が適用されるが、問題点

として、 ①財産的要件の引き上げ(法人 :500 

万円から 5.000万円) ②指定信用情報機関への

加入 ・利用義務による会費の負担 の二点が挙

げられる。これら要件の適用によっては、非営

利活動に即した低金利での運営を行う NPOパ

ンクの存続が実質不可能な状況となるため、同

法の附帯決議にて、「市民活動を支える新たな金

融システムを構築する観点から、法施行後二年

六月以内に行われる見直しに当たり、非営利で

低利の貸付けを行う法人の参入と存続が可能と

なるよう、法律本則に明記するなど必要な見直

しを行うこと」が盛り込まれた。現在、 ①財産

的要件の引き上げについては適用除外となって

おり、 ②指定信用情報機関への加入 ・利用義務

による会費の負担についても、同法の内閣府令

改正により適用除外となった。

しかしながら、現行のNPO法ではNPO法

人として出資を受けることができず、 NPOパ

ンクが非営利公益活動を行っていることを明確

に示せない状況にある。現在、全国NPOバン

ク連絡会による要請活動により、市民からの出

資を可能とする法人格(出資型非営利法人制度)

の法整備を国に求めているところである。金融

庁他各省庁も、「新しい公共」の担い手を資金面

でサポートするNPOパンクに係る調査を行い、

上記法人格の法整備に向け動き出しており、早

期の法人格制度の成立が期待される。

ヨLコミュニティ・ユース・パンク
momoの今後の展望

momoは、今後、地域認識を共有しうる範

囲の中で新たなNPOパンクのようなしくみの

活動が行えるよう支援していくことを検討して

いる。momoは、交通面や経済面での繋がり

が密接である、愛知、岐阜、 三重の東海三県を、

地域課題を住民が共有できる一つの地域として

見立てて活動している。設定された地域におけ

る課題解決のために出資したお金が、課題の解

決に取り組む団体や個人に融資されるという、

いわば「お金の見える化」をmomoは実践し

ているといえる。この実践を踏まえ、より小さ

い単位での地域において、資金や「人JI地域資
源」を介して住民が一体となって地域課題に対

応するといったしくみを各地で展開できる環境

づくりに取り組みたいとしている。

また、地域づくり活動を担う「若者」の育成

に積極的に取り組むことを考えている。mom

Oでは、地域づくりに取り組む融資先に対し、

「若者」であるmomoのボランテイア (m0 m 

Oレンジャー)がさ まざまな支援を行っている。

地域のしがらみのない「若者」は、専門家が経

営支援する立場とは異なり、地域を巻き込み、

住民がみんなで口を出す「場jをつくる人材と

しての「コーデイネーター」となりうるとmo

moは考えており、今後は、若者を対象とした

コーデイネーター育成事業を展開していきたい

としている。

コ=「ユ
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経営資源 <r人・物・金・情報・ネットワークJ)の
適正活用で持続可能な活動を

特定非営利活動法人えがおつなげて

や森林資源など)を活用 した商品を作り、主に

都市部に住んでいる人に販売するという経営モ

デルを構築したのである。

また、農村地域にある多くの資源(例えば、

農地や森林、景観、文化など)に付加価値をつ

けたさまざまなプログラムを開発し、首都圏か

らの来客を受け入れる取り組みを行い、農村地

域活性化を目指した「コミュニティビジネスj

に発展させた。

曽根原氏のさまざまな活動に対し、人々が関心

を寄せ、一緒に活動したいと集まるようになった。

こうして、曽根原氏を代表理事として、「えがお

つなげて」が設立されることとなったのである。

「えがおつなげてJの古民家 (f開拓館J)

2 活動のコンセプト

「えがおつなげてjは、都市住民の「田舎で暮

らしたい」という農村志向が高まっている状況

を受け、農村地域が抱える「過疎化JI耕作放棄
地の増加による農業の弱体化」などの地域課題

解決に向けた取り組みを実施している。

また、これらの取り組みを通して、都市と農

村の共生社会を創ることを目的として活動して

いる。

「えがおつなげて」のさまざまな取り組みは、

北杜市須玉町増富地区を中心に行われている。

このような活動が行われるようになったのは、平

成15年4月、須玉町(現:北杜市)が、殊に高

特定非営利活動法人

「えがおつなげてJの概要

1 法人設立の経緯

特定非営利活動法人えがおつなげて(以下、「え

がおつなげてJ)は、平成 13年に設立され、山

梨県北杜市で、活動を行っている団体である。

「えがおつなげて」の活動の契機となったのは、

平成7年、東京で経営コンサルタン トをしてい

た曽根原久司氏が、日本の農業や地方の活性化

を図る活動をしたいという思いから、山梨県白

州町(現:北杜市)に移住し、農林業に従事し

たことである。曽根原氏は、多少の農作業経験

はあったものの、農業経営の経験があったわけ

ではなかった。しかし、自らの実践を通じて、

農林業の新しい経営モデルを作ろうと考えたの

である。

事業を行うにあたって、曽根原氏はまず、土

地の開墾や農機具の購入、農作業の手順を学び、

農業のサイクルを体感することから始めた。次

に、農作物や間伐材を使った商品を作り、販路

の開拓と拡大を行い、事業の資金循環ができる

までに育てていった。

このような事業を始めて 5年、曽根原氏は、

地域の使われていない資源(例えば、遊休農地

表1 団体の概要

l 特定非菖利活動法人 えがおつなげて l 
曽根原久司

平成 13年6月

平成 13年6月

140名(個人)

32名

干408-0313 
山梨県北杜市白州町横手2910・2
(TEL: 0551・35・4563)

http://www.npo・egao.net
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齢化や農業の担い手不足、遊休農地の増加が著

しい増富地区において、「増富地域交流振興特区J

を申請し、構造改革特区認定を受けたことに始

まる。この特区認定は、農地を町が借り受けて「え

がおつなげて」に貸し付けること、国立公園内

で自然を活用した催しを「えがおつなげて」が

実施できるようにすることにより、これらの地域

課題の解決を目指すというものである。

この特区認定を受けることにより、地元の集

落と「えがおつなげてJ、町が一体となって、都

市と農村の交流体験プログラムの実施や特産物

の生産 ・収穫・販売、森林活用プログラムの実

施などを行うことができるようになった。

現在、増富地区では、都市農村交流(グリ ー

ンツーリズム)をはじめとする数々のモデル事

業を展開している。

特定非営利活動法人

「えがおつなげてJの活動内容

現在、「えがおつなげてJが実施している活動

は、大きく分けると以下のとおりである。

①農業及び農商工連携事業(農村ボランテイ

アによる農地開墾、企業との連携による農

村の再生など)

②人材育成 ・教育事業(えがおの学校や関東

ツーリズム大学の運営など)

③ツーリズム事業(子どもの農業体験や企業

との連携による農業体験の受け入れなど)

④自然エネルギ一事業(大学との連携による

エネルギー研究開発など)

⑤地域づくり事業

⑥アート・文化事業

⑦その他事業(イベントの企画など)

これらの事業のうち、特色ある取り組みにつ

いて紹介する。

1 農村ボランティアによる農地開墾

「えがおつなげて」では、北杜市須玉町増富地

区にある遊休農地を開墾するため、毎年4月か

ら11月下旬までの期間、農村ボランテイアを募

集している。これは、主として農村志向が強く、

農作業に興味のある都市部在住の若者を募って、

①遊休農地を復活させ、野菜全般を農薬 ・化学

肥料を使用しないで栽培する、 ②都市農村交流

イベントの手伝いを行う、といった活動を行っ

ている。農村ボランティアに参加を希望する人

は、登録を行い、 一日という短期間から一カ月

以上の長期滞在まで、状況に応じて参加するこ

とができる。

この活動はボランテイア活動であるため、交

通費や滞在費用は自己負担であるにもかかわら

ず、毎年延べ約500人ものボランテイアが訪れ、

開墾作業やイベントの手伝いを行っている。こ

れにより、平成22年までに4.5haの農地が復活

し、野菜等が生産されるようになった。

このように、農村ボランティアは、地域農業

の担い手となってきているほか、農村ボランテイ

アに参加したことを機に、北杜市に移住し、本

格的に農産物を用いた事業を行う人が出てくる

など、この活動は、地域経済や地域そのものの

活性化につながっている。
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農村ボランティアの様子
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イ 農薬・化学肥料を使用しない農産物の契約栽培

「えがおつなげて」は、北杜市の農場を利用し

た農産物の生産・収穫・商品開発・販売を一連

のプログラムとして、企業と契約して事業を実

施している。

東京都多摩市の洋菓子庖「グランクリュ」では、

「えがおつなげて」と共同して栽培したかぼちゃ

やさつまいもを使って、新商品を開発し、販売

を行っている。

また、山梨県南アルプス市の和菓子庖「清月」

でも同様に、大豆や花豆を使って、新商品の開

発や販売を行っている。この庖に並ぶ商品のう

ち、「豆大福」ゃ「豆餅」は、山梨県内でヒット

商品となっているが、今後は、新たな商品を販

売する予定で、開発中とのことである。

農薬 ・化学肥料を使用しない農産物やそれを

f吏った商品は、食の安全安心を求める生産者及

び消費者のニーズに合致しているため、事業の

継続が見込める。このことにより、農場の継続

的利用が生まれ、さらには地域や企業の資金循

環につながっているといえる。

「清月jファームの様子

「企業ファームjとは、「えがおつなげて」が、

企業と地域のニーズを結び、双方が連携して地

域資源の有効活用を行うことを目的として、さ

まざまなビジネスモデルを提案し、 事業サポー

トを行うプロジェクトである。これは、前述に

あるようなボランテイアによる活動だけでは、

法人としての経営が成り立たないため、ボラン

テイア活動をビジネス化させたものである。

このプロジェクトの具体的な活動としては、

北杜市内にある遊休農地を活用した参加型体験

プログラムの提供や北杜市内の農地で採れる農

産物を使った新商品の開発サポートなどを行う

ものである。

平成22年度は8社と委託契約し、それぞれの

企業のニーズに合った活動を行っている。これ

らの活動のうち、 2つの具体例を紹介したい。

ア 「空と土プロジ‘工クトJ(C S R活動と事業展開)
「えがおつなげて」と三菱地所グループは、平

成20年度から「空と土プロジェクト」を実施し

ている。このプロジェクトは、企業の社会貢献

活動 (CS R活動)の一環として、社員に北杜

市内にある遊休農地を開墾してもらうツアーを

実施するほか、開墾した土地を利用した農作業

体験(田植え・草取り・収穫)ツアーや農作物

を使ったものづくりツアー(味噌、酒など)な

どを行うものである。これらのツアーは、三菱

地所グループ社員、グループ会社管理のマンショ

ン居住者、丸の内エリアに就業している人など、

さまざまな人を対象としている。

このプロジェクトを通して、北杜市を訪れる

人が増えたことは大きな成果のーっといえる。

また、都市部に暮らす参加者が、農村地域の実

態や生物多様性の保全及び環境保護の重要さを

体感できたことも成果として挙げられる。
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3 えがおの学校 i 

えがおの学校は、平成 19年にスタートしたプ

ログラムで、平成20年度は農商工連携等促進人

材創出事業、平成21年度からは経済産業省の地

域新事業移転促進事業の一環として実施されて

いるものである。これは、農村が持っさまざま

な地域資源を活用した取り組みを自主的かつ継

続的に実施していくことのできる人材(都市農

村交流マネジメントコーデイネーター)を育成

するというものである。

えがおの学校は、全国4地区(山梨、福島、

三重、福岡)で実施しており、平成22年度は全

国で63人が受講している。

具体的な内容としては、「えがおつなげてjの

代表である曽根原氏が講師となり、資源価値の

捉え方から地域資源の発掘の方法、都市及び農

村のニーズ把握の講義を行うほか、都市と農村

の交流や農商工連携などに向けた事業計画作成

の実践を行っている。受講生は、自分が作成し

た事業計画について、修了時にプレゼンテーショ

ンを行うこととなっている。曽根原氏によると、

このプレゼンテーションで発表された事業計画

のうち、実際に事業化されたものは数多くあり、

現在では年商6.000万円にのぼる事業もあると

のことである。

また、えがおの学校を修了した者のうち、約

4割が起業していることからみても、えがおの

学校で学ぶことが、いかに事業に踏み込んだ、

実践的な内容であるかがうかがえる。

現在では、えがおの学校で学ぶ内容について、

全国から関心が寄せられるようになり、曽根原

氏が出向いて講義を行うまでになった。しかし、

講師は曽根原氏のみであるため、講義に出向く

ことができる機会が限られており、すべてのニー

ズに応えることができない状況である。こうし

たことを受け、今後は人材育成の観点から、カ

リキュラムを体系化して講師を養成すること、

eラーニングを取り入れて多くの人が受講可能

な状況を作ることなどを進めている。

えがおの学校修了式
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4 千代田区商工業連合会との連携

「えがおつなげて」は、千代田区商工業連合会

と連携して、平成22年10月30日、31日の2日間、

「農村B級グルメJを開催した。このイベントは、
農村で作られた農産物を使ったB級グルメを全

国から集め、千代田区で販売を行うというもの

である。このイベントで販売された商品は、「え

がおつなげて」がこれまで実施してきた事業や

活動を通して築いてきた、人のネットワークを

活用して集められたものである。いずれの商品

も生産者の顔が見える、安心・安全な商品ばか

りであった。折からのB級グルメブームに加え、

「甲府鳥もつ煮jが平成22年度のB-1グラン

プリを獲得したことも重なり、用意した商品は

午後には完売するなど、大変盛況であった。

このほか、関東ツーリズム大学の開設、商品

開発ワークショップツアーやインターンシップ

の実施、ファームウェデイングなど、さまざま

な取り組みを行っている。

特定非営利活動法人

「えがおつなげてJの財務状況

「えがおつなげて」の財務状況について、平成

21年度の収支報告から見ると表2のようになっ

ている。

「えがおつなげて」の収入は、国や県からの補

助金や民間団体からの助成金などの補助金収入

が、約半分を占めている。次いで、企業との委

託契約による収入がある。

これらについて、 一つ一つの事業ごとに計画

を立て、事業を行っている。すなわち、事業別

に収入・支出を計上し、その範囲内で事業を展

開していくという形をとっている。この事業費

の中には、風水害や突発的事故が起こった時に

も対応できるよう、予備費も見込まれている。

また、特定非営利活動事業収入として、野菜

販売や体験ツアーの受け入れ、法人への視察受

け入れ、研修実施に係る収入などがあるが、こ

れらについても、それぞれ必要な経費を算出し、

事業費に充てている。

一方、会費収入や寄付金収入は、全体の事業

費に比較して格段に少ないことがわかる。この

ことは、一緒に事業に取り組むビジネスパート

ナーを増やし、農村の活性化を進めていきたい

という考えがあるためである。会費収入や寄付

金収入は、主に管理費(家賃、雑費など)に充

てられている。

味噌仕込み体験

山梨農産物の紹介 (山梨フェア)
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特定非営利活動法人えがおつなげて

表2 平成21年度の収支報告

平成 21年度 収支報告(特定非営利活動)

特定非営利活動法人

第 9期平成21年4月 1日から平成22年 3月31日まで

えがおつなげて

科

収入の部

1.会費収入

2.補助金収入

3 委託事業収入

4 特定非自利活動事業収入

5.寄付金等収入

6 受取利息収入

7 固定資産受贈益

8 雑収入

当期収入合計

収入合計

E 支出の部

事業費支出

事業費合計

管理費支出

管理費合計

経常収支差額

E その他資金収支の部

その他資金収入

その他の資金収入合計

その他資金支出の部

その他資金支出の部合計

当期収支差額

前期分事業費等支出

前期分事業費等支出合計

その他の資金支出合計

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

目 金

343.192 

49.364.243 

37.648.598 

19.630.298 

454.391 

3.355 

150.000 

944.746 

(注.前期は、支出に関して現金主義で処理したため、当期の収支計算書にて計上する)

(正昧財産増減の部)

N 正昧財産増減の部

正昧財産増加の部

正昧財産増加の部合計

正昧財産減少の部

正昧財産減少の部合計

当期正昧財産増加額

前期繰越正昧財産

当期正昧財産合計
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(単位 :円)

額

1 08.538.823 

1 08.538.823 

95.373.090 

5.833.747 

7.331.986 

11 

20.000.000 I I 

544554|| 
-28.1 22.568 

95.127.992 11 

-1 23.250.560 

155.752.627 

32.502.067 

55.454.554 

48.122.568 

7.331.986 

4.453.913 

11.785.899 

ー

つ
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140，000，000 

120，000，000 

100，000，000 

80，000，000 

60，000，000 

40，000，000 

20，000，000 

O 

-平成 19年度

-平成20年度

-平成21年度

補助金収入 委託事業収入 法人事業収入

表3 平成 19~ 21年度における収入状況

次に、表3にある過去3年間の収入の状況を

見てみると、年々、全体の事業規模が大きくなっ

ていることがわかる。

特に、企業との委託契約による委託事業収入

が大幅に増加している。この理由としては、「え

がおつなげて」で実施している商品開発ワーク

ショップや体験ツアーなどの参加者が、「えがお

つなげてjと関わりを持ったことが契機となり、

委託契約に結び付いたことがある。

このほか、国や県などの補助金収入について

は、年度によって補助金額や補助内容が異なる

ものの、現在進行中の活動に合致する補助金を

受けられるよう、情報収集を行うとともに、必

要に応じて事業の見直しゃ転換を行うなどの対

応をしているO

I_~__-情諒!空宇ーー:竺析-宇空空主主-ーー
何かの事業を実施する際には、その事業が地

域のニーズに合っているか、継続実施が可能か、

国や県の補助事業があるかなど、さまざまな情

報が必要となってくる。また、経済の動きや世

界情勢など、あらゆる情報を集めることも必要

である。目の前にある一点の情報だけに集中す

るのではなく、全体を見渡して、常に新しい情

報を得ていくことは、事業全体の方向性や今後

の展開を考えるうえで、欠かせないものである。

2 実』情に合った事業計画を作成すること

事業を実施するにあたり、すべての事業につ

いて、事業の目的や目標はもとより、実施のス

ケジ、ュールや事業対象、事業に係る経費、人員、

物資など、綿密な事業計画をたてることが必要

である。事業計画を立てずに事業を実施すると、

継続した事業実施につながっていかない危険性

があるためである。また、こうした事業計画書は、

国や県などの助成を申請する際の添付書類のー

っとして、提出を求められるが、助成の有無に

~L 持続可能な活動にするために

「えがおつなげてJでは、法人の活動が安定し

て、持続可能なものとなるためには、以下のこ

とが必要であるとしている。
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関わらず、事業ごとに作成し、進行管理するこ

とで、助成申請の手続きに備えておくことも必

要である。

さらに、この事業計画に基づいて、事業実施

後の評価や見直しを行い、次年度以降の事業に

反映させていく、という、流れを作っていくこと

も必要である。

例えば、一つの商品がヒット商品になった時、

なぜヒット商品になったのか、問題点や課題は

あるか、今後はどう展開していくかなど、現状

を客観的に分析し、次の計画を立てるという具

合である。

3 経営資源 cr人・物・金・情報・ネット !
-

ワークJ)を適正に配置すること

事業を実施するためには、資金が必要である

が、資金だけでは事業の継続実施は難しい。事

業の継続実施のためには、資金を使う人材や人

材を育てるための情報、ネットワークが必要で

ある。すなわち、事業には経営資源の適正な配

置が重要となる。これらの経営資源は、いずれ

も並立的に捉え、過不足がないように補完して

いかなくてはならない。

また、事業を実施していく中で、設備や人材

育成への投資が必要な場合もあれば、資金をか

けずに新しいものを生み出すことが必要な場合

もある。事業の実施主体には、それぞれの状況

に応じて、経営資源の配置を変えていくという

経営の視点が必要である。

特定非営利活動法人えがおつなげて

特
定
非
営
利
活
動
法
人
え
が
お
っ
忽
げ
て

今後の課題と展望

「えがおつなげて」では、今後の最大の課題を

「人材育成」としている。これは、農村には、多

くの資源があるにもかかわらず、それを活用で

きる人材が少ないため、事業開発や雇用につな

がらず、農村が衰退していくと考えているから

である。

換言すれば、農村の活性化を図るためには、

農村の資源を活用したコミュニティビジネスを

興し、それを継続していく経営ビジョンを持っ

た人及び団体が必要だということである。

そこで、「えがおつなげてjは、こうした人材

を都市農村交流 ・農商工連携コーデイネーター

と位置づけ、この育成を目指した事業が重要と

考えている。具体的には、えがおの学校やえが

お大学院の運営をはじめ、首都圏(1都 10県)

をネットワークし、産官学NPOが協力して都

市農山村の交流やマネジメン ト等を学ぶ「関東

ツーリズム大学jの実施に力を入れていく。「え

がおつなげて」では、これらの場で学んだ人や

団体が全国の農山村や都市部に広がってネット

ワーク化することにより、農業と商工業といっ

た産業がつながり、日本全体が活性化していく

と見ているのである。
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ジャスト・ギビングの活用
『挑戦』から生まれる新たな寄付システム-
NPO法人侍学園スクオーラ・今人

れと同時に出版社「ハイドブックスJを設立し、

わずか1年で4，α旧冊を売り切った。この本の広
がりとともに、長岡氏の志に賛同する人々が増え

ていった。

そして、決意からちょうど10年目となる平成

16年4月、この書籍の販売利益のみで、念願で、あっ

た「全年齢対象Jの学校の設立を果たし、同時に

NPO法人格も取得した。長岡氏の志に賛同した

5名のスタッフに、 2名の生徒で、の船出で、あった。

NPO法人侍学園スクオーラ・今
人(いまじん)の概要

I_~ _ _ -雪空白3.ーー ・・・・・・・・------ - - - --ーー ー ー ーー ー ーーーー ー ー ーー ー ー ー ーー - -

2 基本理念及び事業の柱

侍学園スクオーラ・今人は、「生きる力を育成

する新しい学校」という基本理念に基づき、すべ

ての人々にとっての学び舎となるべく、 ①学園事

業、②若者サポートステーション ・シナノ事業、

③若者自立塾事業の3つの事業を展開している。

ア.学園事業

学園事業は、侍学園スクオーラ ・今人の柱とな

る事業である。侍学園スクオーラ ・今人は、画一

的な授業を行うのではなく、各々がカリキユラム

を立て、その目標を達成するために必要な知識の

習得と研究を行っている。また、学習活動に加え、

図1のように、自己探求、創作活動、農業活動、ジョ

ブタイム、体育活動など様々な経験を通して「生

きる力」を身につけることを最大の目的としている。

誰かに何かを与えられるのではなく、その何かを

自ら探し、共に成長できる「共育」を目指している。

NPO法人侍学園スクオーラ・今人(以下「侍

学園スクオーラ・今人」という。)、愛称、サムガク

は、日本最小規模のフリースクールであり、長野

県上田市郊外にある。この非常にインパクトの

あるネーミングには、「志jで日本を変えていく、

そんな若者(現代の侍)を育てられる学校にした

いという想いが込められているとのことである。

今から遡ること 17年前、当時大学生であった

侍学園スクオーラ・今人の長岡理事長(以下「長

岡氏jという。)は、全国のフリースクール巡り

をしていた。長岡氏は、この行脚の中で、多くの

不登校の子供たちと出会う。この出会いが、長岡

氏の考え方に大きく影響を与え、氏は「生き苦し

む人々を助ける学校を 10年後につくろうJと決

意を抱いた。

大学卒業後、母校の高校教師となった長岡氏で

あったが、「学校をつくるjという決意を実行に

移すため、わずか5年で退職する。その後、飲食

庖を経営しながら、「生き苦しむ」人々に対する「ラ

イフサポートJを開始し、自らの「想ぃ」を人々
に伝えるために自伝 『ダッセン』を出版する。そ

| |¥sD]法人侍学園スクォ&4~ii人 I 
表1団体の概要

N
P
O法
人
侍
学
園
ス
ク
オ
|
ラ
今
人

秀貴

15名

干386-1214
長野県上田市下之郷乙344・2
電話 0268・38・0063

2 (団体)

長岡

111 (個人)

平成 16年

平成 16年

理事長

http://www.samugalくu.com/
侍学園スクオーラ ・今人の授業風景
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若者サポートステーションとは、厚生労働省が、

若者雇用対策の一環として、 一定期間無業の状態

にある概ね 15 歳~35 歳の若者の職業的自立を支

援することを目的とした若者のための相談窓口で

あり、平成21年度には、サボステ・シナノを含め、

全国92箇所に設置されている。

侍学園スクオーラ・今人は、当該事業の受託に

より、総合若年者支援団体として、地域のニーズ

に応える環境を整備し、行政との連携を強化しな

がら、「就労支援JI自立支援」に取り組んでいる。
具体的には、就労・自立に関する相談をはじめ、

保護者相談、キャリアカウンセリング、各種セミ

ナーなどを実施している。

また、平成22年度には、厚生労働省の実施す

る「高校中退者等アウトリーチ(訪問型)事業JI短
期合宿型訓練」を受託した。これを受けて、サポ

ステ・シナノでは、高校中退者への訪問サポート

(進路相談等)、セミナーや体験、相談の中で学ん

だコミュニケーションスキルを実践する場として

の短期合宿支援など、利用者のニーズに添った支

援プログラムを提案 ・実施している。

平成19年度からは、サテライト相談(出張相談)

も開始し、別の街でもサボステ・シナノのサービ

ス提供が可能になった。このことから、地元であ

る上田市のみならず、隣接する小諸市・佐久市・

軽井沢町などの行政との連携も進み、この分野に

おけるイニシアティブをとることカ王できるように

なってきているとのことである。

。午前のプログラム

9:30 壱コマ 自己探求「月の志」

月ごと独自の「カリキュラム」をつ

くりそれに沿って活動する時間。志

はどんなものでも構わない。

ショートホームルーム朝の会

弐コマ一般教養・総合学習

。午後のプログラム

12:00 昼食

13:00 サムガクプログラム

農業活動(畑作・稲作・ハウス栽培)

創作活動(木工・陶芸・美術・音楽)

ジ‘ョブタイム(労働体験)

体育(テニス・バレーボール・ほか)
※午後は曜日によって様々な活動をする。

ショートホームルーム15:30 

10:30 

11 :00 

ウ.若者自立塾事業

若者自立塾(以下「自立塾」という。)とは、

平成18年度から、平成21年度まで、厚生労働省

の委託を受け、財団法人生産性本部が本部となっ

て実施していた「生活訓練」を柱にした自立支援

プログラムである。自立塾は、全国30箇所で展

開され、侍学園スクオーラ・今人が受託・実施し

ていた自立塾もその一つである。

自立塾の最終目標は「塾生の就職」であり、卒

塾半年後に卒塾者の7割が就労することが目的と

された。しかしながら、定員充足率の低さ等から、

侍学園スクオーラ ・今人での「目標」を達成し、

卒業した生徒は、各々が自立を果たし、労働者と

して、または進学という形で、社会へ参画している。

その卒業生達の背中を見ながら、現在在籍してい

る生徒たちが、自らの「近い将来」を実感しなが

ら日々の活動に参加しているとのことである。

そのほか、年に2回、自立・自律・自信をテー

マに、全国から小中学生を集めて、期間限定自由

学校「サムライフ」を実施したり、「学童保育所J

がないという地域の要望にこたえ、平日の夕方に

子どもを預かるなどの取り組みも行っているとの

ことである。

侍学園スクオーラ・今人は、平成22年10月に

発生した不慮の火災により、校舎焼失という甚大

な被害を被ったが、幸い人的被害はなく、平成22

年12月現在、仮校舎での再スタートを切っている。

図1侍学園スクオーラ・今人の一日

イ.若者サポートステーション・シナノ事業

平成20年に開所した「若者サポートステーショ

ン・シナノJ(以下「サポステ・シナノjという。)
は、侍学園スクオーラ・今人が、厚生労働省の委

託をうけて運営している。
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集める仲介サイトである。ジャスト・ギピングは、

何かに挑戦する人 (以下「チャレンジ、ヤー」とい

う。)に対して「寄付をする」のではなく、チャ

レンジャーが何かに挑戦することで、チャレン

ジャーが支援したい団体に「寄付を集める」こと

を目的とした新しいチャリティシステムである。

本家イギリスのジャスト・ギピングは、発足から

9年で、約l∞万人の挑戦により、世界でのべ1.2∞

万人から、 9，α泊以上の団体に対して、日本円に
して 1，αm億円以上の寄付を集めるという実績を
誇る。

例えば、ハイチ大地震の被害に心を痛めたイギ

リスの7歳の少年が、地震で被災した子どもたち

のため、ロンドン市内の公園を自転車で走るとい

う挑戦により、日本円にして約3.1∞万円もの義

援金を集めたという事例もある。

厚生労働省は当該事業の終了を決定し、全国の自

立塾生は平成21年度末までに概ね卒塾を余儀な

くされている。

侍学園スクオーラ・今人は、引き続き若者への

就労支援を行うために、「緊急雇用基金訓練事業J

等を活用しながら、通所型から合宿型訓練という

形での取り組みにシフトすることで、事業の継続

を図っている。

自立塾は、若者たちが3ヶ月間の共同合宿生活

を送る中で、生活訓練と労働体験を通し、働く意

欲を高め、就職・職業訓練へと導くことを目的と

している。基本カリキュラムは、従来の侍学園ス

クオーラ・今人のプログラムに「合宿生活Jによ

る生活訓練が加わったものとなっている。また、

「共に育つ」という趣旨から、 1ヵ月に 1度、保

護者を対象とした勉強会を開催している。

収入

会費収入

寄付金収入

学園事業収入

(内授業料)

サポステ事業収入

自立塾事業収入

地域連携事業収入

助成金収入

その他 ・雑収入

収入合計

支出

[事業費]

学園事業支出

サポステ事業支出

自立塾事業支出

地域連携事業支出

{管理費 2，022，990

支出合計 46，070，643 

(特定非営利活動に係る事業会計収支計算書より作成)

(単位円)

収支の状況 (平成21年度)表2

侍学霞スクオーラ・今人の fジャスト・ギピング・
ジャパンj活用!こ向けた取り組み

1，337，000 

15，200，646 

27.442，948 

6，942.626 

2.891.339 

850.000 

160.456 

56.640.846 

8.669.832 

(6.267.000) 

1.815.831 
侍学園スクオーラ ・今人は、 主に生徒からの

授業料 (月額4万円)と、正会員からの会費収入

や寄付金収入で運営されている。侍学園スクオー

ラ・今人の平成21年度における収支の状況(表2)

によると、授業料が626万円、会費収入が133万

円、寄付金収入は 181万円となっている。しかし

ながら、これらの収入のみでは、 学園の維持経費

等を賄うのが精一杯であり、スタ ッフの人件費ま

で手がまわらないのが現状である。そこで、さま

ざまな委託事業や助成金によって人件費を賄って

いるとのことである。

このことから、侍学園スクオーラ・今人は、具

体的な寄付に向けた取り組みとして、新たに「ジャ

スト・ギピング・ジャパン」を活用したプロジ、エ

クトを始動させている。
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26.532.222 

5.954.260 

I_~__-ぎ竺三と::ft:':守乏生!空? 2.891.339 

ジャスト ・ギピングとは、平成13年にイギリ

スで生まれたインターネット上で個人から寄付を
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に挑戦する。その「何か」は、例えばマラソン

でも登山でも禁煙でも何でもよい。

そして、その挑戦の内容をジャスト ・ギピン

グ・ジャパンのサイト上で発表し、 m x 、

SNS 、あるいはツイッターなどを活用して友

人 ・知人 ・ファンに応援を呼びかける。

②その挑戦に共感した「サポーター(応援者)Jは、

その挑戦に対してインターネット上から寄付を

行う。寄付方法は、クレジットカード決済及び

インターネットバンキングから選択する。

③その挑戦によって集まった寄付金はジャスト・

ギピング ・ジャパンを通じて、支援先の団体に

届けられる。その際、寄付金額から、ジャスト・

ギピング ・ジャパンの運営費 ・手数料(寄付金

額の 10%) と決裁等に係る各種手数料が差し

引かれる。ジャス ト・ギピング・ジャパンは、

運営費・手数料として差しヲ|いた 10%のうち、

1%はイギリスのジャスト ・ギピングとの提携

におけるライセンス費として支払い、残りの9%

はシステム運営費、非営利団体のリサーチ費、

事務局運営費として使用する。

④寄付を受け取った団体は、その寄付金を活動資

金として社会問題のために使用する。

支援先は、子ども ・医療 ・教育・国際平和など

17分野に分かれ、支援先団体として登録されて

このように、「寄付をする側jとしてだけでは

なく、誰もが、気軽にチャリティプロジ、ェクトを

立ち上げ、何かに挑戦することで「寄付を集める

側」にもなれる点が、このシステムの最大の特徴

である。ジャスト ・ギピングは、高度情報化社会

と言われる現代の時勢にマッチしたファンドレイ

ジング・ツール(資金調達の手段)として世界中

が注目している。

2 ジャスト ・ギビングの日本における展開

これらの動きに注目したNPO法人チャリ

テイ・プラ ットフォーム (以下「チャリテイ・プ

ラットフォーム」という。)が、ジャスト・ギビ

ングを運営する iGiv ng. com 

と、ジャスト ・ギピングの日本におけるライセン

ス契約を締結する。そして、平成22年2月、そ

の運営主体として、 一般財団法人ジャスト ・ギピ

ング・ジャパン (以下「ジャスト ・ギピング・ジャ

パン」という。)が設立され、同年3月9日、

本におけるサービスが開始された。

ジャスト ・ギピングの概要 (図2)を整理すると、

次のとおりとなる。

①チャレンジャーが、自分が支援したい団体に対

する寄付を募るため、自らが設定した「何か」

L t dJ 

日

《寄付金》

ジャスト・ギピングを通じて

直接寄付される。

支援先団体

17分野から選ぶ。

子ども/社会環境/医療

障害・介護/人権/地域

芸術 ・スポーツ/教育

自然/資源・エネルギー

経済/NPO'NGO

食/被災者/動物/途上国

国際平和

チャレンジャーサポーター

友人 ・知人・ファン

チャレンジャーの

挑戦を応援する。

※寄付金の流れについて サポ-:9ーから預かったお金は、ジャス卜 ・ギピング

を通じて支媛先団体に直接寄付される。ただし、ジャスト ・ギピング運営費 (寄
付金額xl0%)等、各種手数料が別途必要となる。

ジャス卜 ・ギビングの概要
(ウ工ブサイトをもとに作成)
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ンのサービス開始と同時に、元プロ野球選手をは

じめ、著名人が次々にチャレンジャーとして参加

を表明した。

その中、ジャスト ・ギピング・ジャパンの「第

l号」チャレンジャーである古田敦也氏は、最初

の挑戦として、同年5月にハワイのホノルルで開

催されるトライアスロン大会での完走をかかげ

た。そして、その挑戦を通じて集まった寄付金の

送り先として、数ある支援先団体の中から侍学園

スクオーラ ・今人を選んだ。古田氏は、不登校や

引きこもりになってしまった人たちを支援する侍

学園スクオーラ・今人を応援したくて、今回のチャ

リティへの参加を決めたとのことである。

寄付に向けた取り組みの成果

古田氏は、 トライアスロン大会初挑戦にして、

見事2時間53分で完走を果たした。この挑戦は

多くの人々に感動を与え、その結果、侍学園スク

オーラ・今人に対する寄付金として約86万円を

集めた。

平成22年8月、侍学園スクオーラ ・今人は、

自らが主催する特別講座「人間イキヂカラシリー

ズ」に古田氏を講師として招き、寄付金の贈呈式

と感謝状の授与の機会を設けた。

その中で、ジャスト ・ギピングを通じて、 寄付

しようとした想いなどについて対談を行い、会場

となった上田市民会館は、約1.α旧人もの参加者
で埋まった。

いる団体の中から選択する。

支援先団体となるためは、チャリティ・プラッ

トフォームの審査機関に、ジャスト ・ギピング ・

ジャパンへの掲載基準を満たしているか審査を受

ける必要がある。

審査対象は、次の①②双方の条件を満たすもの

としている。

①特定非営利活動法人、財団法人、社団法人、 学

校法人、独立行政法人、地方自治体など非営利

の法人格を有すること。

②非営利を掲げる定款や会則を有し、ウェブ上で

会計報告、および役員名簿を公開できること。

(なお、設立初年度は会計報告不要。)

平成22年12月現在、支援先団体として登録さ

れている団体数は約3∞団体あり、認証されている

だけでも全国に約4万団体あるNPO法人と、 一般

財団法人、一般社団法人等の総数を考えれば、非

常にハードルの高い審査基準であることが伺える。

また、同 12月現在、ジャスト ・ギピング ・ジャ

パンにおける寄付件数は5，α旧件を超え、寄付総
額は 2，αm万円を突破している。これは、本家イ
ギリスのジ、ヤスト ・ギピングの初年度実績を上ま

わっているとのことである。このことから、一般

的に寄付文化が根付いていないと言われる日本に

おいても、このジャスト ・ギピングの広がりにと

もない、個人寄付が増加し、寄付文化がより浸透

していくことが期待されている。
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侍学園スクオーラ・今人における

ジャスト・ギビング-ジャパンの活用

ジャスト・ギピングは、 NPO法人等の団体自

らが、寄付を実施している企業等に支援を依頼し

たり、自らのサイト上や街頭で、不特定多数の人々

を対象に寄付を訴えるといった従来の寄付のシス

テムとは根本的に異なる。侍学園スクオーラ・今

人は、この新しいシステムに注目し、ジャスト・

ギピング ・ジャパンの立上げ当初から支援先団体

となり、早くからプロジ、エクトを始動させていた。

平成22年3月、ジャスト・ギピング ・ジャパ 「イキヂカラシリーズJ古田氏との対談
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ジャス ト・ ギピング ・ジャパンにおいても、支

援先団体は、チャ レンジャーに選ばれる立場にあ

る。チャレンジャーに支援先と して選ばれるため

には、自らの団体の活動を広く理解してもらう必

要があることは言うまでもない。

NPO法人等の団体にとって、寄付金を集める

ために、自らの活動を広報宣伝することは必要な

投資であり、常に団体が自らの活動を公表し続け

ることで、団体自身が育っていくとのことである。

そこで、侍学園スクオーラ・今人では、広告チ

ラシや季刊誌iimagine(イマジン)Jの発行、

ダイレクトメール、時にはテレビCMなどを活用

することで、活動を積極的に発信し続けている。

また、平成22年10月の校舎火災の際も、支援

者が、ジャス ト・ ギビング上で、火災で、燃え散っ

た「学び舎Jの復興を呼びかけた結果、多くの義
援金が集まっている。

平成22年12月現在、侍学園スクオーラ・今人は、

ジャスト・ギピング ・ジャパンにおいて、 370万

円以上もの寄付金を集め、寄付金総額・サポーター

数ともに、支援先団体の中でランキング第1位と

なっている。

資金調達方法の今後の展望

N
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寄付文化が醸成されていない日本においては、

「社会貢献Jという名のもとで、気軽に寄付できる
システムを構築していく必要があると思われる。

侍学園スクオーラ・今人は、寄付を集める取り

組みとして、不要書籍を寄付金に変える「ブック

ドネーション f0 r長野」にも参加している。この

取り組みは、平成22年度から、「長野県経営者協会」

の協力のもと、長野県NPOセンターと株式会社

バリューブックスとの協働で、 NPO団体等の運

営に要する原資を創造するプロジ、エク トである。

今後は、団体の運営を「経営」という視点でと

らえ、活動を恒久的に持続していくため、ジャス

ト・ギピング・ジャパンの活用をはじめ、寄付に

向けたプロジ、エク トを積極的に展開していく必要

があるとのことである。

現在、侍学園スクオーラ・ 今人としても、ジャ

スト ・ギピング ・ジャパンを通じて、「校舎を建

てたい!Jという想いから、「アースマラソン

36.α泊 kmをみんなの一歩を重ねて達成する」と

いう壮大な挑戦をスタートさせている。この挑戦

により、焼失した「学び舎」の復興のために、長

野県内のみならず全国からの寄付を募ることを目

指している。

現在、侍学園スクオーラ・今人は、生徒の授業

料や正会員からの会費収入、寄付金収入のほか、

さまざまな委託事業を受託することにより、人件

費のほぼ1∞%を賄い、スタッフの生活保障を確

保している。

しかしながら、このような委託事業は、基本的

に「単年度事業」のものがほとんどで、次年度以

降、委託事業や助成事業等の後ろ盾なしで同様の

活動を継続していくためには、独立採算での運営

を余儀なくされる。

そのため、団体の活動を継続していくためには、

ジャスト ・ギピング ・ジャパンの活用など、寄付

に向けたプロジ、ェクトをより一層推し進めていく

必要があるとのことである。

季刊誌 fimagineJ
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i自動販売機を通して『奈良のシ力」保護活動に誰でも参加
財団法人奈良の鹿愛護会

財団法人奈良の鹿愛護会の概要

1 団体設立の経緯・目的

奈良の鹿愛護会の外観

特に環境美化については、鹿を中心とした生

態系によりその景観が維持されている。具体的

には、 ①鹿が奈良公園内の芝を食むことにより

短く刈られ、芝の生育が促進される ②公園内

のフン虫や微生物の働きにより、鹿のフンが分

解され、芝の生育に係る養分を生成する といっ

た循環により、景観が維持されているとのこと

である。

奈良の鹿愛護会では、鹿の保護及び地域住民

と鹿との共生を図るべく、様々な事業を展開し

ている。

2 活動内容

財団法人奈良の鹿愛護会 (以下、「奈良の鹿愛

護会」という)は、奈良の鹿を保護することを

目的として、昭和22年に設立された団体である。

奈良の鹿愛護会の前身である財団法人春日神

鹿保護会は、江戸時代まで興福寺により保護を

受けていた奈良公園とその周辺に生息する鹿が、

明治時代初頭の廃仏段釈運動により興福寺の保

護活動の継続が困難になったのを受け、その受

け皿として地域有志で活動を行っていた。昭和

9年に財団法人認可を受け、その後昭和22年

に名称変更により奈良の鹿愛護会として現在に

至っている。

奈良の鹿愛護会は、事務局11人(臨時職員なし)

で運営、会員数は 1，218名となっている。(表1)

奈良の鹿愛護会は、天然記念物「奈良のシヵ」

を保護することの副次的効果として、次の二点

を挙げている。第ーには、鹿が奈良観光のシン

ボルとして位置づけられ、鹿の健全な保護が観

光イメージアップに貢献していること。第二は、

鹿が奈良公園及びその周辺地区の環境美化に寄

与していることである。

活動内容は、主に ①交通事故等により怪我

や病気をした鹿の救助、治療、また死亡した鹿

の収容とその原因究明 ②人と鹿の事故に係る

未然防止対策の検討と実施 ③奈良の鹿の保護

に関する啓発活動である。

奈良の鹿愛護会の概要

| 向田j払奈良の鹿愛護会 l 
表 1

靖則大川理事長

ア 鹿の救助、治療、交通事故の未然防止等

奈良公園平坦部(一部市街地を含む)及び、

若草山山麓から山頂までに生息する鹿は、平成

22年7月の調査時点では 1，096頭であり (奈良

の鹿愛護会調べ)、頭数はほぼ一定である。一

方で、交通事故、疾病等により死亡する鹿も調

査期間中(平成 21年7月~平成 22年7月)に

294頭を数える。奈良の鹿愛護会では、鹿の救

昭和22年4月(名称変更による)

1 1名

http://naradeer.com/index.htm 

干630-8212 
奈良県奈良市春日野町 160
(TEL: 0742・22・2388)

1，218名(平成21年度)

財
団
法
人
奈
良
の
鹿
愛
護
会
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学生を対象とした副読本において、奈良の鹿の

保護に関する活動が取り上げられており、啓発

活動の一助となっている。さらに、主に修学旅

行を実施する学校法人を対象とした「奈良のシ

ヵ」体験プログラムでは、講義や鹿角細工体験、

鹿の生息地を訪れるフィールドワークといった

メニューを通じて、鹿の生態並びに保護の重要

性について知ってもらう内容となっている。

一般市民に対しては、(財)奈良市生涯学習財

団が実施している生涯学習講座「奈良ひとまち

大学」にて、奈良の鹿との共生について講義を

行うなと守の活動を行っている。

その他、奈良の鹿愛護会が意匠登録している

ロゴマークシールを商品に貼ることや、鹿の出

産期である 5月に「愛護週間」、発情期である

11月に「愛護月間」を創設する等、鹿の保護を

広く PRする活動を行っている。

奈良の鹿愛護会の口ゴマーク
(奈良の鹿愛護会ホームページより)

助や治療、また特に交通事故の未然防止のため

に、職員6名が24時間体制で年間 1，600回以上

出動し、1.000頭近くの鹿を保護収容している。

病気や負傷、出産期等のために保護された鹿は、

奈良の鹿愛護会が管理する「鹿苑Jにて一時保

護収容される。なお、鹿苑におけるリハビリ環境、

土壌環境の整備については、奈良の鹿愛護会の

ほか、東大寺等の寺社仏閣、奈良市内のNPO

が協力している。

交通事故の未然防止策としては、車道のカー

ブや見通しの悪い箇所、あるいは鹿が頻繁に横

断する場所について、飛出注意の看板を設置し

ている。また、鹿が誤ってビニール袋等のゴミ

を食べ、その結果疾病により死亡するケースも

あることから、関係団体や地域住民に呼びかけ

クリーンキャンペーンを行っている。

鹿の治療にあたる獣医
(奈良の鹿愛護会提供の資料より)

ウ その他の活動

奈良の鹿愛護会では、鹿の保護に関する啓発

活動のほかに様々なイベントを行っている。発

情期の雄鹿の角により住民が危害を受けぬよう、

江戸時代から続く伝統行事「鹿の角きり」が 10

月に開催される。また、事故などにより死亡し

た鹿の慰霊祭である「鹿まつり」を実施している。

イ 鹿の保護に関する啓発活動

鹿の生態や自然環境での役割、奈良のイメー

ジアップの役割について、奈良市民や観光客に

知ってもらうことにより、鹿の保護に関心を持っ

てもらうべく、奈良の鹿愛護会では、様々な普

及啓発活動事業を展開している。

学生を対象とした啓発活動への取り組みとし

ては、全国の小学生を対象に、人と鹿との共存・

共生の在り方をテーマとした「奈良のシヵ」保

護啓発ポスターコンクールを実施している。ま

た、奈良県や奈良市の教育委員会が発刊する小
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表2 奈良の鹿愛護会の収支状況(平成21年度)

(単位 ，円)

事業活動収支の部

1事業活動収入

①基本財産運用収入 601，913 

②特定資産運用収入 122.474 
③会費収入 6，804，900 

④事業収入 46.438，194 
普及事業収入 338，150 

販売促進事業収入 36，550，544 

その他事業収入 9，549，500 

⑤受託事業収入 4，200，000 

⑤補助金等収入 40，300，000 

⑦寄付金収入 5β19，237 

寄付金収入 4，230，059 

募金収入 1，589，178 

③雑収入 213，292 

事業活動収入合計 104，500，01 0 

2事業費活動支出

①事業費支出 67，102，120 

②管理費支出 23，197，032 

事業活動支出計 90，299，152 

事業活動収支差額 14，200，858 

投資活動収支の部

1投資活動収支の部 O 

投資活動収支計 O 

2投資活動支出

①基本財産取得支出 100，000 

②特定資産取得支出 13.400，000 
③固定資産取得支出 183，785 

投資活動支出計 13，683，785 

投資活動収支差額計 -13，683，785 

予備費支出

当期収支差額 517，073 

前期繰越収支差額 1，101，142 

次期繰越収支差額 1，618，215 

3 財務状況 i 

奈良の鹿愛護会の平成21年度の財務状況は表

2のとおりである。主な収入は、事業収入、補

助金収入、会費収入、寄付金収入である。

事業収入の内訳は、普及事業収入338，150円、

販売促進事業収入36，550，544円、その他事業収

入9，549，500円である。普及事業は、前述した修

学旅行団体を対象とした「奈良の鹿体験プログ

ラム」による収入が主である。また、販売促進

事業収入はオリジナルグッズや鹿せんぺい証紙

収入(奈良の鹿愛護会の登録商標)の販売収入

である。

補助金収入は、奈良県、奈良市、春日大社、若

草山保勝会からの補助金計40，300，000円である。

会費収入は、正会員、賛助会員費合計6，804，900

円である。

寄付金収入内訳は、寄付金収入4，230，059円、

募金収入1，589，178円である。

事業費支出については、人件費、地域保全推

進費(鹿の食害や人身事故への対応のための支

出)、普及事業費、鹿への飼料費等により合計

67，102，120円となっている。また、管理費支出は

23，197，072円となっている。
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奈良の鹿愛護会は、健全な活動を継続的に取

り組むべく、今後の資金調達として、特に寄付

金収入の拡大に力を入れている。

寄付金・募金は、最近まで減少傾向にあったが、

ここ 3年間は増加傾向にある。奈良の鹿愛護会

が実施している寄付・募金活動、受けている寄

付内容について紹介する。

(奈良の鹿愛護会資料より作成)

64 



財団法人奈良の鹿愛護会

行させたものであり、設置者側、飲料メーカー

側双方の売上の一部が奈良の鹿愛護会へ寄付さ

れるしくみとなっている。売上に係る寄付の割

合については、奈良の鹿愛護会、設置者、飲料

メーカ一三者による契約に基づいており、毎月、

飲料メーカーから奈良の鹿愛護会に寄付金が振

り込まれるとのことである。

また同時期に、市内不動産会社、大手飲料メー

カーB社の協力により、奈良市登大路町に支援

自販機が設置された。当該支援自販機は、設置者、

飲料メーカーの売上の一部の寄付に加え、飲料

とは別に、一定額の寄付をすることができる「寄

付ボタン」が自販機内に設置されている。当該

支援自販機は 10円の寄付ボタンが二つ設置され

ている。

1 支援飲料自動販売機について

奈良の鹿愛護会の特徴的な寄付への取り組み

として、支援飲料自動販売機(以下、支援自販

機という)の活用が挙げられる。

支援自販機の発端は、奈良の鹿愛護会のこれ

までの寄付活動を受けて、近畿地方の各飲料メー

カーから積極的な働きかけがあったことである。

支援自販機の設置については、飲料メーカーが

設置者と直接協議している。

最初の支援自販機は、平成20年5月、大手飲

食庖、大手飲料メーカーA社の協力により、奈

良市四条大路、生駒市西白庭にそれぞれ1台づ

っ設置された。当該支援自販機は、既設の飲料

自動販売機(以下、自販機という)を改修し移
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春日大社宝物殿横にある支援自販機の寄付ボタン
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される定額寄付型となっている。寄付金は設置

者からのみ拠出されており、直接奈良の鹿愛護

会へ振り込まれる仕組みとなっている。

最近では、なら 100年会館の館内に寄付ボタ

ン付きの支援自販機が3台設置されている(寄

付ボタンでの寄付のみ)。

以上の設置経緯により、平成 22年 11月末現

在、奈良公園付近を中心に奈良県内に計13台設

置されている(表3、図1)。また、 13台の支援

自販機の寄付総額は、平成21年度は約50万円

とのことですべて寄付金収入としている。また、

平成22年度はなら 100年会館の支援自販機の設

置があったため、今後の増収が期待される。

寄付ボタンでの寄付金額は、飲料メ ーカーに

よる売上明細チェック時に同時に計算され、毎月

奈良の鹿愛護会に振り込まれるとのことである。

平成20年8月には、春日大社、大手飲料メー

カーB社の協力により、春日大社宝物殿横に支

援自販機が設置された。当該支援自販機は、春

日大社分の収益分の全額が寄付され、また 10円、

50円、 100円、 500円、1.000円の金額の寄付ボ

タンが付いている。その後、平成 21年9月に同

様の支援自販機が、奈良の鹿愛護会が管理する

鹿苑横にも設置された。

その他、市内物販業者が所有する支援自販機

5台は、設置台数I台につき一定の月額が寄付
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なら 100年会館に設置されている支援自販機
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(平成22年 11月末現在)

設置年月 支援形態
設置場所 自販機台数

(支鑓型への移行年月) 売上の一自由を寄付 定額寄付 寄付ポタン

奈良県奈良市四条大路2丁目 1-3
平成20年 5月 O 1台

(飲食居横)

奈良県生駒市西白庭台3丁目9-1
平成20年 5月 O 1台

(飲食庖横)

奈良市登大路町36番地
平成20年 5月 O O 1台

(不動産会社ビル績)

奈良県奈良市春日野町 160
平成20年 8月 O O 1台

(春日大社宝物殿別)

奈良県奈良市春日野町 160
平成21年 9月 O O 1台

(鹿苑前)

奈良県奈良市東向中町2-1
平成20年ア月 O 2台

(飲食販売庖横)

奈良県奈良市春日野町 160
平成20年 7月 O 3台

(飲食販売庖横)

奈良市三条宮前町7・1
平成22年4月 O 3台

(なら 100年会館内)

支援自販機の設置状況表 3

(奈良

Eヨ111園 x!i(1)U"';I-:J 
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~鍾a・販売.憧置箇所 (寄付ボヲン付き )

支健~.販売値位置・R野

.舗.金箱...惰

.愈繍...所

その他

なら100年会館

四条大路

生駒市西白庭

支援自販機の設置場所
(奈良の鹿愛護会ホームページを基に作成)
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④企業等による寄付

奈良の鹿愛護会へは、企業からの寄付も数多

くある。平成21年度には、ビールメーカーが社

会貢献活動の一環として売上の一部を寄付する

プロジ、エクトを実施し、約 200万円の寄付があっ

た。また、近畿地方の小売業者、果物生産加工

業者、奈良県中央卸売市場の共同企画による社

会貢献活動の一環として、奈良の鹿の保護活動

への協力を謡ったステッカーを貼ったバナナを

販売し、その売上の一部が寄付されるといった、

特徴的な取り組みもあった。その他、大手住宅

販売会社奈良支庖、奈良市内の女性団体、著名

人の記念基金等といった大口の寄付もあった。

3里--雪りf型φ-苧fi苧竺竺里男:包竺.1E2!竺---
奈良の鹿愛護会では、支援自販機以外でも、

様々な形で寄付・募金への取り組みを行っている。

⑤その他の寄付

奈良の鹿愛護会を応援する作家有志により展

覧会が催され、売上金の一部が寄付された。また、

金銭による寄付以外に、社会奉仕団体等から不

整地運搬車両、鹿の救急車両の寄贈もあった。

①紙製募金箱等の設置

奈良の鹿愛護会では、奈良市内各地に紙製募

金箱を設置している。設置依頼先へ郵送がしやす

いよう、また愛護月間での手渡しがしやすいよう、

募金箱は折り畳み式の紙製になっている。募金箱

の作成には、奈良観光物産製造却組合等奈良県

内三団体の寄付金が充てられている。作成された

募金箱は、平成22年度現在、奈良市内外の公共

施設、大学、事業所等計126に設置されている。

また、「紙製募金箱」のほかに、平城遷都1，300

年祭の公式マスコットである「せんとくん」の

兄である「鹿坊(ろくぼう)くんjの彫刻が施

された「鹿坊募金箱Jを設置している。「鹿坊募

金箱」は、奈良県庁等公共施設や事業所に計9

箇所に設置されている。

これら寄付の増加傾向の背景として、奈良の

鹿の保護活動への理解の広がりが挙げられる。

前章で述べた鹿の保護に係る啓発活動において

鹿の重要性を訴えるとともに、普段はあまり目

立たない、いわば「黒子jの役割である奈良の

鹿愛護会の活動について、ホームページ等で積

極的に公開している効果が表れているのでは、

と奈良の鹿愛護会は分析している。

寄付等の取り組みにおける課題

及び展望について

②市内小中高校、大学による募金活動

奈良市内にある飛鳥中学校、香芝北中学校、

平城中学校の吹奏楽部が合同で年数固定期演奏

会を実施し、その際に奈良の鹿愛護会への募金

活動を行っている。また、奈良市立平城西小学校、

帝塚山中学校、帝塚山高校、奈良県立西の京高

等学校育英会が校内にて募金活動・寄付を行っ

た。その他、奈良教育大学学生による街頭募金

が実施、寄付があった。このように、市内小中

高校、大学による募金活動による寄付も盛んに

行われている。
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奈良の鹿愛護会の寄付 ・募金への取り組みに

おける課題及び解決策について、特に支援自販

機に焦点をあてて記述する。

支援自販機の設置依頼は、奈良公園内の土産

品庖、飲食庖等の事業者から数多くあるとのこ

と。その内容は、売上の一部の寄付といった協

力はやや消極的で、設置希望の大半が寄付ボタ

ン付きのみの支援自販機である。売上に直接的

③市民団体による募金活動

奈良の鹿愛護会を支援する市民団体「奈良の

シカ・共生愛あいプロジェクト」は、年末年始

にかけて春日大社参道で「鹿サボーターズクラ

ブ」の協力を得て街頭募金活動を毎年実施して

いる。平成21年度の募金額215.622円が、奈良

の鹿愛護会に寄付された。
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課題として、飲料を購入するところを誤って寄

付ボタンを押してしまうケースが考えられるが、

そういったクレームは今のところ寄せられてい

ないとのこと。一方で、現状では寄付ボタンで

寄付をしても何もでてこないことから、奈良の鹿

の保護を訴えるデザインの空き缶が出るように

しそれを募金缶として寄付者に利用してもらっ

てはどうかという外部からの提案があった。しか

し、缶に一定の重量がないと缶自体が出てこな

いという技術的な問題があり、現在のところ飲

料メーカーは対応できていないとのことである。

奈良の鹿愛護会は、技術的向上による寄付ボ

タン付き支援自販機の増設を各飲料メーカーに

継続的に依頼していきたいとしている。また、

奈良公園周辺部の事業者に対し、奈良の鹿の大

切さを訴え、売上の一部を寄付する自販機の設

置への協力を今後も求めていきたいとしている。

に関わる協力は抵抗感があるが、寄付ボタンは

売上に直接影響しないため協力しやすいものと

推測される。

寄付ボタン付き支援自販機の設置について、

取り扱う機種の構造上の違いにより、現在のと

ころ大手飲料メーカーB社と C杜の二社しか対

応できない状況とのことである。寄付ボタン付

き支援自販機設置希望の事業者は既設の自販機

を改良しての対応を希望しているが、大半の飲

料メーカーは今のところその要望に応えられな

い状況である。しかしながら潜在的に設置を希

望する事業者が多いため、今後多くの飲料メー

カーが寄付ボタン付き支援自販機へ改良が技術

的に可能となった際は、一気に支援自販機が増

え、奈良の鹿愛護会への寄付の増加が期待され

るところである。

寄付ボタン付き支援自販機の特徴から生じる
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トピック記事

善意の資金が循環する社会を創るために

~日本社会と寄付、そしてNPO等の
ファンドレイジングのこれから~

日本ファンドレイジング協会常務理事鵜尾雅隆

我が国のNPOなどの非営利組織の活動については、阪神淡路大震災以降のボランティア活動への

関心の高まり、及び特定非営利活動法人法の制定などを経て、着実に実績を積み重ね、かつ、社会の

認知を得てきつつある。他方で、その活動にともなって必要となる財源については、十分確保されて

いるとはいえす、多くのNPO等が活動資金不足に直面している状況である。

この背景には、大きく分けて3つの側面がある。

第一lこは、寄付などの、 NPO等の活動を支える資金を提供するという行為について、なかなか一

般的になってきていないという状況があること(寄付市場形成上の課題)。

第二には、NPO等自身のファンドレイジング(活動資金集め)力の低さという課題があること (N

PO等側の課題)。

第三には、助成金や行政などの補助金がNPO等の活動の財源的成長に活かしきれていないという

課題があること(助成機関等の課題)。

日本社会と寄付

まず、日本社会における寄付ということにつ

いて考えてみたい。

囲内や海外での貧困や障害者の問題、高齢者

の孤独死の問題などを聞いたり、 TVなどで見

たりすると、「なんとかしてあげられないだろう

かJという気持ちがする人は多くいる と思われ

る。しかし、普通の一般市民が、いきなりこの

問題を直接解決できるわけではない。これまで

の日本社会であれば、政府に任せておくと、そ

うした社会の課題は解決できると考えてきた側

面もあるが、全てを行政に任せることは、膨大

な社会保障支出にもつながる。そうした中で、

NPOやNGOなどの民間の団体の取組が重要

になってくる。政府レベルの取組では拾いきれ

ないきめ細かい取組やスピードある取組を行っ

たり、現場の状況を的確に発信する ことで社会

の理解を促進したりする役割を担うのが民間の

NPO等の活動である。こう したNPOやNG

72 

Oの取組は、必ずしもすべてサービスの受益者

から対価を得て支援を行うということはできな

いため、当然、活動を支える支援を社会に求め

ていく必要がでてくる。

一方、一般市民の側においても、社会的課題

の解決に貢献する方法のひとつとして、 NPO

などのスタッフとして活動するというのも一つ

の方法であるが、皆がスタッフになれるわけで

もない。そこで、ボランテイアとして活動を応

援したり、金銭や物品を社会課題の解決に取り

組むNPO.NGOなどの団体に寄付するとい

うことがある。こうした応援の中でもボランテイ

ア活動については、この 10数年の中で社会的

にも随分となじみが出てきている。しかし、市

民社会におけるフイランソ ロピー (社会貢献)

活動の両輪ともいわれているのが、「ボランテイ

ァ」と「寄付」。その後者の「寄付」という形で

の市民参加の方法については、これまで日本社

会でもあまり全体像が知られていなかったとい

える。



善意の資金が循環する社会を創るために

~日本社会と寄付、一そしてNPO等のファンドレイジングのこれか

日本の寄付市場 1兆円

そこで、冒頭の第一の課題(寄付市場形成上

の課題)に立ちかえってみると、寄付という行

為の「可視化」が進んでいないという側面と、

寄付の機会創出のメカニズムの不足という側面

がある。寄付市場の「可視化Jとは、日本社会
の「寄付市場」の全体像や変化が見えること、

すなわち、日本には毎年、どのくらいの寄付な

どの善意の資金の流れが存在するのかが、統計

的にも明らかにしていくことが重要である。

各国の状況を見てみると、主要各国には、ア

メリカの GivingUSA、オランダの Givingin 

Netherlands、韓国の GivingKoreaなど、それ

ぞれの国の寄付の流れを明らかにするレポート

が民間の機関から発行されており、国内外の寄

付への関心や、法制度の改正などの面で重要な

役割を果たしている。しかしながら、我が国で

は、散発的な統計調査は存在するものの、信頼

できるデータは非常に限定的であり、また継続

的に発行される寄付に関するレポートはない

ことから、日本ファンドレイジング協会では、

日本で初めてとなる 『寄付白書2010GIVING 

JAPAN201O.] を2010年 12月20日に日本経団

連出版から発行し、日本の寄付市場の全体を明

らかにする取り組みを始めた。この寄付白書で

は、広義の寄付の状況を把握するため、国や地

方自治体、政治献金、宗教団体 (寺社、仏閣、

教会へのさい銭 ・献金、檀家となっている寺院

への寄付、祭礼への寄付を含む)、自治会や町内

会、婦人会や PTA、地域の催事や祭事への寄付

も調査対象とした。

以下では、 『寄付白書却10GMNG JAPANallO.] 

からのデータを引用しながら、「寄付を増やすJ

ために不可欠である、日本の寄付市場の概観と特

徴の拾い出しをしてみたいと思う。

まずは、 寄付という行為を次のように定義し

てみたい。「自分自身や家族のためではなく、募

金活動や社会貢献等を行っている人や団体に対

して、金銭や金銭以外の物品 (衣料品、食料品、

医療品、日用品、ク レジットカードのポイント、

不動産など)を自発的に提供する行為」。

このような定義で調査した結果、日本の寄付

市場は、個人/法人併せて 1兆円規模となる。

日本人の年間の個人寄付総額は 5.455億円で

ある。寄付を行った人は 3.766万人で、これは

日本の 15歳以上人口の約 34%に相当する。こ

れの個人寄付推計額は、 『家計白書』、『非営利サ

テライト勘定J、rNP0白書』 といった既存統
計等に比べると大きめとなるが、それは、既存

統計では、宗教組織への寄付や教育分野への寄

付が除外されていたりしたためや、 PTAへの寄

付、町内会への寄付などを「寄付」として回答

者がとらえていなかったケースなどがあったた

めであると考えられる。

表1.寄付のマクロ規模の推計比較

( )内の年は推計に使用されたデータの利周年

家計調査 (2009年)

非営利サテライト勘定 (2007年)

l¥IPO白書2010(2006年)

寄付白書2010

寄付

会費

寄付+会費
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寄付推計総額

1.193億円

2.593億円

2.775億円

5.455億円

3.755億円

9.210 億円



寄付市場1兆円というのは、決して小さなも た。ちなみに、会費総額は3，755億円と推定され、

のではないが、名目 GDP(国内総生産)比率で 個人寄付と会費を合わせた総額は 9，210億円で

この結果をアメリカおよびイギリスと比較した ある。(※ただし、会費は全てが寄付的要素を含

場合には次の表のようになる。 むものではない)

寄付のマク ロ規模について、国や地方自治体、

表2.寄付のマクロ規模の推計(国際比較) 政治献金、宗教関連、その他の分野に区別すると、

日本

(2009年)

アメリ力

(2009年)

イギリス

(2008年)

個人寄付総額 名目 GDP比

5.455億円 0.12% 

2.274億ドル 1.60% 

99億ポンド 0.68% 

前3つの合計は2，991億円となり、寄付市場全

体の約55%に相当する。特に、宗教関連は2409

億円で44.2%を占め最も多くの寄付を集めてい

ることが明らかとなった。その他の分野では、

次の3分野が上位を占めた。国際協力が662億円、

教育・研究が425億円、緊急災害支援が232億

円である。

その他、寄付者の関心について、特徴的な点

一方、日本の企業の年間寄付総額は、 4，940億 は次のようなものである。

円 (2008年度)で、法人所得に占める割合は1.4%

に至る。2008年後半からの世界的な金融危機に F遺産寄付への関心が高まっている
よる経済情勢の悪化を受け、法人所得は激しく

落ち込み、前年比で大幅なマイナスとなった中 高齢化が進み、個人の金融資産の大半(推計

で、寄付支出額は対前年比でわずかながらプラ で860兆円に及ぶという数字もある)が帰属す

スで、対法人所得比も1.4%とそれまでの平均的 る60歳以上の日本人が急増する中、日本社会で

な水準を保っている。 生まれつつある新しいトレンドが、相続の一部

を寄付するという行為の静かな広がりである。

以上から、個人寄付と法人寄付をあわせると 寄付白書における調査においても、遺産寄付の

日本の寄付総額は約1兆円となることが分かっ 意思がある人は、 14.7%で、 60歳代では 15.8%

6.0∞ r 1.8 
1.64 

1.6 
5官邸)()

1.4 

4，000 1.2 
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圃圃法人数 輔蝿寄付金(億円) 噌町三人寄付の経常所得比例}

図1.法人寄付の推移
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善意の資金が循環する社会を創るために

~日本社会と寄付、そしてNPO等のファンドレイジンクのこれか広~

であった。特に実物資産が高い層に関心がある。

また、遺産寄付の意思がある人のうち、いずれ

かひとつの寄付先に寄付をすると回答した人は

58.8%で、複数の寄付先に寄付をすると回答し

た人は 41.2%であった。

図2 遺産寄付の意思の有無

こうした傾向は、従来の募金箱や小銭を寄付

するといった、「釣銭型jの寄付行動が主であっ

た日本社会において、全く別の大口寄付潜在的

可能性を示しているものとして興味深い。

E寄付者は複数団体へ寄付を行う

更には、同じ調査において、寄付をした人の

うち、年間 2団体以上に寄付をした人は 66.6%

に至るというのも興味深い数字である。4団体

以上に寄付した人も 17.9%いる。因みに 3団体

以上に寄付を行った人の分野別の内訳をみると、

共同募金 (78.1%)が最も多く、次いで緊急災害

支援 (47.0%)、日本赤十字 (39.7%)となっている。

福祉や災害支援に関する寄付が多いといわれて

いるが、この内訳からも、これらの分野の複数

の団体に寄付を行っている可能性が伺える。
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日本社会では、寄付というと、ともすると大

手有名団体に集中する傾向があるといわれてき

たし、実際その傾向が強い。他方で、この調査

が示す通り、多くの寄付者は複数団体に寄付す

る傾向があることも事実であり、個々のNPO

の努力によっては、様々な寄付者を自団体の支

援者にしていける可能性もあるといえる。

F寄付金の控除拡充

今年度の日本社会における大きな変化は、寄

付税制の拡充である。税額控除50%が可能にな

る税制であり、かつ、寄付控除の対象となる認

定NPOとなる要件が大幅緩和されることが政

府方針として定められた。では、実態として、

寄付金の控除がどのくらいの影響を与えるかに

ついてであるが、調査結果によると、確定申告

をしたが、寄付金については確定申告を行わな

かった人は、 39.2%に上る。その内訳について、

上位3つの回答は次の通りである。「寄付した金

額が控除を受けられる最低金額よりも低かった

から」・ 28.7%、「申告により還付される金額や

割合が小さいから」 ・24.1%、「申告制度そのもの

を知らなかったからJ. 22.7%。確定申告をした
人であっても、およそ4割の人が寄付控除を利

用していない現状、及びその理由を踏まえると、

申告による還付比率の改善や寄付控除拡充につ

いての認知度向上を通じて、今後の変化が期待

できる。

寄付に対する意識

「日本においてもっと寄付が進むようになると

よい」と答えた人が約60%の反面、回答者のう

ち、実際に寄付を行った人は 37.6%にとどまっ

ており、寄付の重要性の認識や理解はあるもの

の、実際の行動につながっていない点が明らか

となった。また、「税金を払っているので寄付す

る必要はない」と答えた人が36.0%存在している。



目ボランティアと寄付の関係

日本人でボランテイア活動を行った人の活動

時間は 1ヶ月平均 12.4時間である。15歳以上人

口の 36.1%の人が、ボランティアを経験し金銭

換算すると 10.5兆円に相当することが分かつた。

特に、金銭寄付を行った人の54.7%はボランテイ

アも行っていることも明らかになった。

こうした寄付やボランテイアの実態調査から

明らかになってきていることは、第ーには、日

本人は決して寄付をしないということではない

ということである。他方で、これまで、寄付の

多くは宗教組織や教育機関などに行われており、

NPOなどには決して多くの寄付が行っている

わけではない。また、「税金を払っているので寄

付をする必要がないJ(36%)と考える人に比べ
て、寄付が重要であるという人は 60%に至る反

面、実際に寄付を行っている人は 37.6%と6割

程度にとどまっているということも特筆すべき

点といえる。

変化しつつある日本社会

そうした中、近年の日本社会の関心の変化は

顕著に表れてきている。高齢白書によると、 80

歳以上のシニアの 25%弱が iNP0に関心があ

るjと回答しているが、この数字は 60歳から

64歳の層では60%前後の数字にまで伸びる。ま

た、内閣府の調査によると、「社会の役に立ち

たちたいと思うJという人は、 1990年から 2006

年ごろまで60%前後を推移しているが、 2008年

には約 70%に増加している。明らかに社会は変

イヒしつつある。

こうした社会の変化を受けて、今、注目され

ている動向は、寄付商品の増加である。

寄付商品とは、モノを購入したり、サービス

を利用すると、売り上げの一部が寄付になると

いうもの。直接お金を寄付するのには蒔賭す

るが、自分が欲しいモノを購入するなら、どう

せなら社会のためになる ようなものを購入しょ
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うという動きである。英語では、コーズ ・リ

レーテイ ツド ・マーケテイング (CauseRelated 

Marketing)と言われ、アメリカで 1980年代に、

自由の女神像修復事業キャンペーン(アメリカ

ンエキスプレスのクレジットカードに加入する

と1ドルが自由の女神像修復キャンペーンに寄

付されたり、使用料金に応じた寄付がセットに

なったのも)をクレジットカード会社のアメリ

カン・エキスプレス社が行ったところ、大ブレ

イクしたのがきっかけで世界に広まったといわ

れている。この数年、日本でもこうした商品が

たくさん増えて、企業も新しい社会貢献の手法

として注目している。

これまで、日本社会で寄付というと、募金箱

に小銭を入れたり、街頭募金に協力したりとい

う、「つり銭型寄付」が主流であった。こうした

社会貢献も大切であるが、なかなか自分らしさ

が出ないため、寄付して達成感を得にくかった

りという側面もあった。

今、生まれている様々な寄付の形は、その形

がどのようなものであれ、自分が選択して実践

しているということがポイントである。寄付先

を選ぶ、寄付の方法を選ぶ。自分らしい選択を

することによって、寄付も、「なんだかよくわか

らないし、どう使われているのかよくわからな

い」という状態から、少し前進することが期待

される。

そもそも、日本だと寄付って施しのお金とい

うイメージがある。しかし、寄付には、ある意味、

「未来への投資」という側面もある。自分が考え

る社会をこういう形で実現してほしい、こうい

う社会の問題をしっかり解決に向けていってほ

しい、そういった想いを託して、寄付するとい

う行動が増えてきている。まさに、 NPOに未

来の夢を「信じて託す」行為がとしての寄付で

ある。

また、 寄付の機会の創出や、寄付先について

の情報を分かりやすく提供するインターネット

サイトも少しづっ充実してきているのも寄付市

場の形成上は重要な変化である。



善意の資金が循環する社会を創るために

~日本社会と寄付、そしてNPO等のファンドレイジングのこれか

いくつか事例をあげれば、一定条件をクリア

しているNPOのいろんな情報は、・Canpan
https://canpan.info/dantaUisCview.do 

.チャリティプラットフォーム

http://www.charity-platform.com ・GiveOne 
http://www.giveone.net 

などでも千尋ること治宝できる。

また、「新しい公共」の流れを受けて、 2010

年12月から 2011年3月にかけて内閣府がNP

O等の情報公開について検討するワーキンググ

ループを設置しており、この検討を通じて、更

にNPO等の'情報開示への・流れが加速化するこ

とも期待される。

NPObiファンドレイジング力を高めるために

次に、第二の課題である、 NPO自身のフア

ンドレイジング力について考えてみたい。

かつてアメリカで最も評価の高いファンドレ

イザー養成校である、インデイアナ大学の The

Fundraising Schoolでファンドレイジング研修

を受けていた際、テイム・スレイラー校長が言っ

ていた言葉を思い出す「ファンドレイジングは

マジック(魔法)じゃない。ひとつひとつ、や

るべきことを積み重ねることで、誰もが、必ず

成功できるものなんだ。」。

確かに、アメリカにいた際、実際にNPOで

働いてみて、それぞれのNPOがいかに地道に

支援者や潜在的支援者とコミュニケーションを

積み重ねているかに驚かされる。

他方で、日本のNPOを見ると、環境の違いを

差しヲ|いても、 自分たちの活動の社会へのアピー

ルの努力や、支援してくれている人たちへの感謝

において、その取り組みに大きな格差を感じる。

この状況を改善していくために、必要な取組

のポイントは次の3点である。

第一に、「成功事例jの共有の機会を多く作り

だすことである。
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日本社会では、「こうすべきである」という議

論は、頭では理解できても、体が動いていかない

というところ治宝ある。ファンドレイジングについ

ても、その傾向は同様である。いい成功事例に触

れることで、積極的に社会とコミュニケーション

しようという意欲が生まれる。私たちも、「ファ

ンドレイジング日本」という 2日間の大会を毎年

2月に開催しており、その中では、全国各地のフア

ンドレイジングの成功事例を集め、 2日間、「成

功事例のシャワーjを参加者に浴びていただく機

会を提供している。この2日間を通じて、「意識」

の変化を生み出すことが目的である。

第二に、基本スキルの体系的理解の機会の創

出である。

残念ながら、今日現在、寄付・会費、助成金 ・

補助金、事業収入などの財源をトータルでマネ

ジメン トし、獲得しているスキルやノウハウを

まとめたトレーニングプログラムが整備されて

いない。これを我々も体系化する必要性を強く

感じている。そのうえで、 2011年度中には、「認

定ファンドレイザーJという資格制度を創設す

る準備を進めている。こうした資格制度の明確

化は、職能の明確化とスキルの底上げを促進さ

せることから、日本社会の変化に大きな影響を

与えると考えている。この制度設計にあたって

は、欧米各国のファンドレイジング協会との協

議を既にスタートさせていて、各国制度との相

互互換関係(既に主要先進国には各国版の認定

ファンドレイザー制度がある。)の構築も念頭に

おいて準備を進めている。

第三に、寄付者・支援者情報管理システムの

導入である。

支援者とコミュニケーションする際、よく 言

われるのが、「手間がかかる」ということである。

支援者を大事にしたいが、手間が増えるのは困

るというのは、人的資源の限られたNPOでは

当然の意見とも言える。また、 支援者も 100人

を超えると、一人の人間の管理できる範囲を超

えてきてしまう。そうすると、支援者とのコミュ

ニケーションをより緊密にしつつも、却って事



務が効率化されるような取組が必要となる。こ

の部分で欧米と日本の最大の格差は、「寄付者管

理データベース」の存在の有無である。欧米には、

非常に安価で、かっNPOの実情にあわせた寄

付者 ・ボランテイア ・業務管理データベースが

あり、 NPOの事務効率を高めているが、日本

にはそれが無かった。しかし、最近、セールス

フォース社のNPO向け無料版データベースや

マイク ロソフト社のNPO向けパッケージなど、

いくつかの解決策が日本でも提供されるように

なった。これらは、 NPOの実務を大きく改善

する可能性がある。

助成金や行政の補助金をどう考えるか

第三の課題として、助成金や行政の補助金の

果たす機能について考えたい。

企業や財団の助成金、行政の補助金などは、

NPO等が活動していくうえで、まとまった資

金を得られる貴重な機会である。他方で、そう

した資金の取りやすさから、「依存関係」に陥る

ケースもある。ポイントは、いかに、こうした

まとまった資金が得られる機会をとらえて、「成

長するNPOJとなるかである。

私は、これを「助成金等を 『消費』するので

はなく、未来に 『投資』する発想を持つ」こと

であると考えている。これは、助成金等を得て

いる機会を最大限有効活用して、新しい事業モ

デルを構築して、助成金がなくなったあとでも

事業収入が入るメカニズ、ムを構築したり、助成

金を活かしてイベントを開催して、地域の有力

者を巻き込む機会としたりといった、「未来の自

己財源獲得への投資Jとして位置付けることで
ある。多くのNPOは、助成金などをもらうと、

それを計画どおりに執行することに一生懸命に

なるあまり、本当に「消費」して終わってしまう。

そのため、助成金が終わると、 事業も縮小とい

うことがよく起こるO これでは、助成する側も、

達成感がない。

しかし、こうした動きがより進むためには、
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助成する側、補助金を出す側にも課題がある。2

点指摘しておきたい。

第ーには、助成金等が事業支出に限定される

傾向が強いということである。

かつてはアメリカの助成財団も事業支出に限

定する傾向があったが、今では 6割を超える助

成金が、 NPOのオーバーヘッドコスト (管理

費見合いの経費) を2-3割認めるのがあたりま

えになってきている。そうしないと、結局、 N

POに人材が育たず、助成期間後の自立的成長

が達成できないという問題意識から、そのよう

になった経緯がある。他方で、日本では、こう

した管理費 ・人件費への支出を認める助成金が

非常に少ない。「管理費を認めると依存関係が強

まるのではないかJという意見は、かつてのア

メリカにもあったが、そうはならないように、

多様な財源を獲得しようという 意欲あるNPO

を選んで支援するようにするということで、結

果としてNPO側も様々な財源を組み合わせて

事業展開しており、概ね問題は生じていない。

第二には、組織基盤強化を直接支援する助成

金の少なさである。

日本では、 事業助成が多い反面、 NPO等の

広報力強化や人材育成への助成は極端に少ない。

これは、どの助成機関も、自分たちの助成で、

子どもたちが救われたり、環境が改善したりと

いったことが実現することを一義的には目指し

たいので、 当然といえば当然のことではあるが、

NPO等が成長して、助成機関が達成感のある

助成事業を展開するためには、誰かがNPO等

の基盤を強化しないといけないという状況は依

然として残っている。そうした中で、パナソニツ

クのように、 基盤強化を支援する財団も出てき

ているが、未だ十分な広がりをみせていない。

まとめにかえて

これまで、 寄付市場の形成上の課題、 NPO

のファンドレイジング力上の課題、助成など支

援する側の課題について述べてきた。こうした



善意の資金が循環する社会を創るために

~日本社会と寄付、そしてNPO等のファンドレイジングのこれから~

様々な要因が絡み合い、日本のNPOの活動資

金がうまく集まっていない状況を生み出してい

るというのが今日の日本の状況である。しかし、

今、この一見複雑で、深い課題であるかのよう

に見える NPOの活動資金難に、この数年で大

きな変化が起きる兆しもある。

ひとつの重要な要素は、 2010年度の補正予算

で計上された内閣府の「新しい公共」支援事業

である。全47都道府県に配布(各自治体には l

~2 億程度)され、 2 年間活用可能なこの予算は、

NPO等が社会から支援を集めることを支援す

る目的に活用できるということと、全自治体に
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配布されるという点で画期的であるといえる。

また、 全県で同時進行されるため、各県での取

り組みの成功事例が、全国で共有化されるきっ

かけになるという点でも興味深い機会である。

この予算が、上述した課題の中でも、 NPO

問の成功事例の共有や、組織基盤の強化、人材

の育成といった側面で有効活用されることとな

れば、数年後のNPOセクターの見え方は少し

変わったものになるかもしれないと考えている。

私たちも、全国の自治体や中間支援組織の取組

を応援していきたいと思っている。
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